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 決算特別委員会会議録 

 

開会時間 午前１０時０１分  
閉会時間 午後 ２時２１分 

 

日時      平成２９年１１月２１日（火）            

 

場所      委員会室棟大会議室 

 

委員出席者   委 員 長  河西 敏郎 

        副委員長  卯月 政人 

        委  員  前島 茂松   鈴木 幹夫   山田 一功   桜本 広樹 

              遠藤  浩   猪股 尚彦   宮本 秀憲   望月 利樹 

              上田  仁      土橋  亨   山田 七穂    小越 智子 

 

委員欠席者   中村 正則 

 

説明のため出席した者 

県民生活部長 立川 弘行  県民生活部次長 上野 直樹   

県民生活部次長（県民生活・男女参画課長事務取扱） 三井 薫 

北富士演習場対策課長 佐野 俊一  統計調査課長 渡辺 武   

消費生活安全課長 砂田 英司  生涯学習文化課長 柏木 隆伸 

世界遺産富士山課長 入倉 博文  私学・科学振興課長 井上 弘之 

 

福祉保健部長 小島 徹  福祉保健部次長 小島 良一   

福祉保健部次長 井出 仁  

福祉保健総務課長 神宮司 易  健康長寿推進課長 小田切 春美 

国保援護課長 若尾 誠  子育て支援課長 小野 眞奈美   

子どもの心のケア総合拠点整備室長 下川 和夫  障害福祉課長  山本 盛次 

医務課長 宮崎 正志  衛生薬務課長 大澤 浩  健康増進課長 岩佐 景一郎 

 

森林環境部長 保坂 公敏  林務長 小島 健太郎 

森林環境部次長 丹澤 尚人  森林環境部次長 廣瀬 久文 

森林環境部技監 島田 欣也 

森林環境総務課長 桐林 雅樹  大気水質保全課長 古屋 敏彦 

環境整備課長 村松 稔  みどり自然課長 村山 力 

森林整備課長 金子 景一  林業振興課長 山田 秋津 

県有林課長 鷹野 裕司   治山林道課長 中込 巌 

 

観光部長 樋川 昇  観光部理事 仲田 道弘  観光部次長 市川 美季  
観光企画課長 内藤 梅子  観光プロモーション課長 大久保 雅直  
観光資源課長 小田切 三男  国際観光交流課長 古谷 健一郎  
 

総務部長 鈴木 康之  総務部理事 三富 学   

総務部次長 笹本 稔  総務部次長（人事課長事務取扱） 中澤 宏樹 

職員厚生課長 秋山 晶子  財政課長 泉 智徳  税務課長 保坂 陽一 

財産管理課長 渡辺 真太郎  行政経営管理課長 上野 良人  
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市町村課長 長田 公  情報政策課長 渡邊 雅人 

 

会計管理者 布施 智樹  出納局次長（会計課長事務取扱） 中野 修   

管理課長 宮阪 佳彦  工事検査課長 杉沢 富夫 

 

教育長 守屋 守  教育次長 若林 一紀   

教育監 渡井 渡  教育監 奥田 正治 

教育委員会事務局次長（総務課長事務取扱） 末木 憲生  学力向上対策監 佐野 修     

福利給与課長 諏訪 桂一  学校施設課長 望月 啓治   

義務教育課長 嶋﨑 修  高校教育課長 手島 俊樹   

高校改革・特別支援教育課長 成島 春仁  社会教育課長 岩下 清彦   

スポーツ健康課長 前島 斉  国体推進室長 三井 勉   

学術文化財課長 百瀬 友輝 

 

 

議題   認第１号  平成２８年度山梨県一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定の件 

     認第２号  平成２８年度山梨県公営企業会計決算認定の件 

      

審査の概要    審査は審査日程表に従い、県民生活部及び福祉保健部関係、森林環境部及び観

光部関係、総務部、出納局及び教育委員会関係の順で行うこととし、認第１号議

案について、午前１０時０１分から午前１１時まで県民生活部及び福祉保健部関

係、午前１１時１５分から午前１１時４３分まで森林環境部及び観光部関係、午

後１時から午後２時１７分まで総務部、出納局及び教育委員会関係の総括審査を

行った。 

 

 

質 疑 県民生活部・福祉保健部関係 

 

（次代のやまなしを支える人材の育成について） 

上田委員   早速ですが、主要施策成果説明書４ページ、次代のやまなしを支える人材の育

成について何点かお伺いします。県では大村智先生のノーベル賞の受賞を機に、

昨年度、明日の山梨を支える人材育成のため、山梨県大村智人材育成基金を創設

し、県内の若手研究者の研究活動や、高校生や大学生の海外留学に対し、支援を

開始したと承知しております。そこでまず、初年度に当たる平成２８年度の、そ

れぞれの事業の応募状況と補助金の交付の状況についてお伺いします。  
 
井上私学・科学振興課長 まず、若手研究者への支援でございますが、応募状況は自然科学分野

で３５名、人文社会科学分野で８名、合計４３名の応募がございました。これら

の応募に対し、各分野の大学教授らによる面接等の選考を行い、自然科学分野、

人文社会科学分野それぞれ５名、計１０名の方に補助金を交付したところでござ

います。交付額は、自然科学分野では上限１００万円、人文社会科学分野では上

限５０万円となっておりまして、総額で７４９万円余の交付を行ったところです。 
  また、高校生や大学生の海外留学に対する支援につきましては、高校生コース

に１２名、大学生コースには１６名の応募がございました。これらの応募に対し

面接等の選考を行い、高校生５名、大学生１０名に補助金を交付いたしました。

交付額は高校生の短期留学の場合は上限が３０万円、高校生の長期留学は上限８

０万円、大学生は長期留学のみで上限１００万円となっておりますが、総額で１ ,
１５５万円余の交付を行ったところでございます。  
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上田委員   今の答弁を伺いますと、それぞれ４ .３倍から２倍ぐらいの応募があったとい

うことで、それなりの応募があって大変よかったと思うところでありますけれど

も、山梨の未来を担う多くの学生の海外留学や、県内の若手研究者の研究発展を

県がバックアップするのは大変いいことだと思います。一方で、事業の成果が単

に支援を受けた方々だけにとどまっていたのではもの足りないとも思う次第で

あります。海外留学に関しては、今後さらに多くの若者にチャレンジしてほしい

と思いますし、研究成果についても、多くの研究者の間で共有されることが重要

だと思います。本県の学習・研究全体の底上げが図れるものだと思います。そこ

で、それぞれの事業の成果はどのような形で県民の皆様に報告されているのか、

その様子を教えてください。  
 
井上私学・科学振興課長 海外留学に関しましては、昨年度留学し、既に帰国した学生による成

果発表会を本年８月に開催したところでございます。この発表会には、今後留学

を検討している学生や保護者を初め、学校関係者など約６０名の参加をいただき

まして、留学生の生の声としてさまざまな留学体験を報告していただきました。

また、若手研究者の研究成果につきましては、今月１１月２７日に広く県内研究

者等を対象に成果発表会を開催する予定でございます。これらの発表会に加えま

して、補助を受けた方々全員から留学の成果報告や研究の成果報告を御提出いた

だきまして、県のホームページに掲載しているところでございます。 
 
上田委員   ２７日に発表会を開催するということですけれども、多くの方に聞きにきてい

ただいて、関心を広げてもらえればと思う次第でありますので、ぜひその宣伝を

してほしいと思います。 
  山梨の若者が海外のよさを知るとともに、逆に、山梨県または日本の魅力に気

づく、これが海外留学のすばらしいところだと思います。しかしながら、海外で

の生活ということになりますと、若い学生らにとって未知ということがございま

して、留学しようと思ってもなかなかその一歩を踏み出せないという現実もある

のではないかと思います。そこで、希望を持って海外への扉を開けられるように

することも事業効果のさらなる向上につながることだと思います。この事業の参

加者が留学希望者の相談に乗るというような活用方法を検討すべきかとも思い

ますけれども、いかがでしょうか。  
 
井上私学・科学振興課長 委員御指摘のとおり、留学を希望している学生には、費用面以外にも

学習面や生活面など、さまざまな不安があり、その一歩を踏み出せない方も多く

いらっしゃるものと思われます。このため、明年度からは本事業で留学した学生

と、留学を検討している、またはこれから留学を控えた学生との交流会を開催い

たしまして、帰国した留学生が具体的に相談に乗ったり、アドバイスをしたりす

る機会を設けてまいりたいと考えております。基金事業による経済的な支援に加

えまして、こうした交流会を積極的に展開していくことで、本県の若者たちの海

外留学の夢を実現させてまいりたいと思います。  
 
上田委員   私の所感ですけれども、やはりこうした制度は長くずっと継続していくことに

よって成果があらわれるのだと思います。また、こうした人たちが今後どのよう

に活躍していくかをずっと見守っていく、こういうことも大事だと思いますので、

継続してこの制度が広がっていくようにお願いしたいと思います。お答えは結構

ですから。以上で終わります。  
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       （富士山の安全対策の実施について）  
卯月副委員長   主要施策成果説明書２３ページの富士山の安全対策の実施のうち、五合目イン

フォメーションセンターの設置運営についてお聞きいたします。報道によります

と、ことしの富士山の吉田口の登山者は１７万２ ,６５７人で、昨年よりも２万
６８８人、１３ .６％増加したと聞いております。また、９月議会では、登山の
安全の確保に関する条例も制定され、安全登山がクローズアップされております。

このような中、私たち富士東部議員連盟でも視察をしましたが、富士山五合目で

安全登山の環境確保に情報の提供を行う、五合目インフォメーションセンターの

役割は大変重要であると思います。センターではどの程度の経費を使って、具体

的にはどのような業務を行っているのかお聞きします。  
 
入倉世界遺産富士山課長 富士山五合目インフォメーションセンターにつきましては、県と地元

市町村等からなります山梨県富士山五合目インフォメーションセンター運営協

議会が運営をしておりまして、設置運営費につきましては、県と地元市町村が２

分の１ずつ負担をしている状況でございます。インフォメーションセンターの平

成２８年度の設置運営費は１ ,４３０万円余で、このうち県の負担額は決算額で
７１５万円余でございます。インフォメーションセンターの具体的な業務につき

ましては、案内窓口に通訳案内士を配置いたしまして、登山の安全や周辺観光な

どに関する情報提供を行うことのほか、外国人登山者が体調不良を訴えてくるな

ど、困りごとの相談があったときの通訳を行っております。  
 
卯月副委員長   わかりました。成果説明書では、このインフォメーションセンターは年間のう

ち１８４日間運営をしていると記載してありまして、これには７月１日から９月

１０日までの開山期間が含まれていると思いますけれども、この７２日間におい

て、今、外国人のお話がありましたけれども、どこの国の人がどれぐらい利用し

ているのか、また、どんな相談が多いのでしょうか。  
 
入倉世界遺産富士山課長 平成２８年の夏山期間中にセンターを利用した外国人は７ ,８０３人

でございます。内訳といたしましては中国、アメリカ、フランス、イギリス、オ

ーストラリアの５カ国で全体の５３ .４％を占めております。ちなみに、平成２
９年の夏山期間では９ ,９２２人の外国人がセンターを利用しておりまして、平
成２８年よりも約３割増加しており、富士山を訪れる外国人がふえていると感じ

ているところでございます。  
  相談内容につきましては、最も多いのが、登山ルートや登山時間の問い合わせ、

次に、五合目のバス停の場所やバスの発着時間の問い合わせが多くございまして、

これらで相談内容の４４％を占めている状況でございます。  
 
卯月副委員長   お話のとおり、外国人来訪者は増加の傾向にあると思います。２０２０年の東

京オリンピック・パラリンピックの開催を控えて、この傾向は今後も広まると考

えます。こうした中、インフォメーションセンターの役割はますます重要になる

と思いますけれども、センターを運営するに当たり、現在どのような課題があっ

て、どのように取り組んでいくのかお伺いします。  
 
入倉世界遺産富士山課長 課題といたしましては、最近は案内窓口の通訳案内士では対応できな

いベトナム語やタイ語など、東南アジアの言語の需要もありまして、さらなる多

言語での対応の必要性が増しているということ、また、営業時間が朝９時から夜

の８時でございますが、営業時間以外にセンターを訪れる外国人登山者への対応

が必要になってきていることが課題として挙げられます。このうち、多言語化へ
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の対応につきましては、通訳つきのテレビ電話を導入いたしまして、英語、中国

のほか、ベトナム語、タイ語、フィリピン語等、多様な言語に対応している状況

でございます。  
  また、営業時間外の夜間の対応についてでございますけれども、インフォメー

ションセンターのある富士山五合目の総合管理センターには、登山期間中は現地

連絡員として２名の警備員が２４時間体制で勤務をしております。先ほどの通訳

つきテレビ電話は、英語や中国語など２４時間利用することができますので、イ

ンフォメーションセンターの営業時間外に外国人が相談に来たときには、これら

の現地連絡員がテレビ電話を用いて対応をしている状況でございます。  
 
卯月副委員長   富士山を訪れる外国人の皆様はここを頼りにするしかないと思いますので、ぜ

ひ今後ともよろしくお願いしたいと思います。 
 
       （第２子以降の保育料無料化について）  
  次の質問に移ります。主要施策成果説明書６７ページ、第２子以降の保育料無

料化について質問をさせていただきます。この主要施策成果説明書には県の施策、

事業の成果が記載されておりますけれども、保育料については、国の制度におい

ても無料化等が進められているものと承知をしております。そこで、多子世帯に

かかる保育料無料化の対象となった子供の数について、国制度との比較により、

平成２８年度の実績を伺いたいと思います。まず、国の制度により無料化対象と

なった子供はどの程度なのか。さらに、本県の第２子以降、３歳未満児の保育料

無料化事業により無料となった子供はどの程度増加したのか伺います。  
 
小野子育て支援課長 国の制度によりまして、きょうだい３人以上の同時入所による第３子以降、

それから低所得者世帯、年収が約３６０万円相当未満になりますけれども、そう

いった世帯の第３子以降が無料となっております。一方、本県の第２子以降３歳

未満児の保育料無料化につきましては、年収が約６４０万円相当未満の世帯の第

２子以降の３歳未満児が無料となる制度となっております。これによりまして、

平成２８年度におきましては、国の制度と本事業により保育料が無料化になった

子供は、あわせて４ ,５６０人となっております。国の制度によって無料となっ
た児童は１ ,２２９人おります。また、本事業の実施により対象児童が拡大をい
たしまして、さらに３ ,３３１人の方が無料になっております。  

 
卯月副委員長   国の制度に加えて県事業を実施したということで、かなりの多くのお子さんが

無料化の対象になったということがよくわかりました。  
  次は、本事業の効果について伺いたいと思います。これだけ子育てにおける経

済的負担の軽減が進みますと、特に仕事をお持ちの保護者の方などは、子供を保

育所に入所させたいと思われると考えます。第２子以降３歳未満児の保育料無料

化により３歳未満児の入所児童の数は、事業開始前と比べてどのように変化した

のか伺います。  
 
小野子育て支援課長 本事業開始前の平成２７年４月では、前年と比べ児童が９９名増加してお

ります。ところが、本事業開始後の平成２８年４月になりますと、前年に比べ大

幅にふえておりまして、児童が３２３名ふえているという状況でございます。さ

らに、開始後１年を経過しました、ことしの４月でございますが、前年と比べま

すと５３５名と、大幅に増加をしているところでございます。少子化傾向が続い

ておりますけれども、本事業開始後、３歳未満児の入所児童数につきましては、

全ての月で前年を上回るという状況が続いております。  
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卯月副委員長   今の状況を聞いて、本事業は大変大きな効果があったということはよくわかり

ました。さらに具体的にお聞きしますけれども、保育料無料化の具体的な効果に

ついて、実際に無料化の対象となった保護者の方々からいろいろな御意見がある

と思いますけれども、どのような評価が寄せられているかお聞きしたいと思いま

す。  
 
小野子育て支援課長 ことしの５月に、保育料無料化の対象となりました保護者の方１ ,５２０名

にアンケートを実施したところでございます。そうしましたところ、全体の９

７％が本事業が有効であると回答をしております。さらに具体的な効果について

お聞きしたところ、経済的な負担が軽減されたと回答された方が８５％おりまし

た。また、仕事がしやすくなったと回答された方が５４％、それからもう１人子

供を持ってもよいと思うきっかけになると思うと回答された方が３３％おりま

した。  
  さらに、この事業は第２子以降が対象になっておりますけれども、保育料無料

化の対象になっていない、１人しか子供がいらっしゃらない児童の保護者に対し

ましてもアンケートを実施したところ、６３％の方が、もう１人子供を持っても

よいと思うきっかけになると思うと回答しておりまして、子供が１人の家庭にと

っても、出生数の増加につながるような効果があるのではないかと考えていると

ころでございます。  
 
卯月副委員長   もう１人子供を持ってもいいと思うというのは、本当に大きな効果だと思いま

すけれども、引き続きさらに大きく効果が上がってくるように期待をしたいと思

います。  
 
       （ドクターヘリの効果的運用について）  
  次の質問に移らせていただきたいと思います。主要施策成果説明書１０４ペー

ジ、ドクターヘリの関係についてお伺いしたいと思います。県立中央病院屋上給

油基地の整備ということで、平成２８年から実施設計を行って、本年１０月まで

工事をすると記載をされております。給油基地の整備ということで、それなりの

規模の工事が行われているのではないかと思いますが、まず工事の進捗状況につ

いてお伺いいたします。 
 
宮崎医務課長   当初は、主要施策成果説明書のここに記載をしてございますとおり、平成２９

年１０月に完成の予定でございましたが、地下にタンクを埋設する工事を行う関

係で、その埋設地点の掘り起こしを行ったところ、前の病院の残存物であるコン

クリート製の地下の構造物が出てまいりました関係で、この撤去作業の追加に伴

ってやむを得ず工期を延長したところでございます。また、地下タンクから給油

する際に使用する給油ポンプの取りつけの際に、施工業者のミスにより、ふぐあ

いが生じたことが新たにわかりました。このため、現在、取りつけ用のポンプを

取り寄せているところでございまして、完成まで５週間ほどおくれが生じ、施工

業者に対し、年内の完成を指示しているところでございます。現在、進捗として

はおくれておりますが、年内の完成を目指しているという状況でございます。  
 
卯月副委員長   ちょっとおくれているということですけれども、年内の完成をぜひお願いしま

す。  
  県立中央病院は救急医療の最後のとりでとして重要な役割を果たしておりま

す。このドクターヘリの出動要請もかなりふえてきているとのことでありますけ
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れども、ドクターヘリの需要がふえる中で、私たちも総務委員会で先日視察しま

したが、現在のヘリの給油は、双葉の基地で給油をして、その後、中央病院の屋

上に戻っているという体制だとお聞きしています。こうした体制から県立中央病

院の屋上に給油基地が整備されると、具体的にどのような効果があるのでしょう

か。お伺いします。  
 
宮崎医務課長   まず現状でございますけれども、委員御指摘のとおり、給油のために必ずこの

双葉の基地に戻り、そこで給油をしてからという段取りになっています。給油基

地が整備されますと、双葉に向かう部分が短縮されまして、連続出動時間が大幅

に短縮されることがまず見込まれます。これに伴い、給油に関する時間のロスや

燃料のロスが解消されることを見込んでいます。また、給油のための離着陸の回

数が大幅に削減されることに伴い、ドクターヘリの安全性の向上や騒音の削減が

期待されると考えています。  
  また、最後になりますけれども、この施設の完成により、県全体としても、航

空燃料の備蓄量が増加することに伴う災害時の運航体制の強化といった効果を

見込んでいるところでございます。  
 
卯月副委員長   完成することによって給油のための往来も少なくなり、リスクも軽減されると

いうことであります。県民の安全・安心を守るということもありますけれども、

ぜひ乗務員の皆さんの安全という面からも、早期の完成をお願いしたいと思いま

す。  
 
       （県立施設整備費について）  
  次の質問に移ります。決算説明資料の福７及び福１３、県立施設整備費につい

てお伺いいたします。入所されている障害者にとって、施設は生活する家であり

まして、長い年月を過ごす方もいらっしゃると思います。安心して生活できるよ

うに改修や整備が必要になると思いますけれども、この事業の内容についてまず

お伺いします。  
 
山本障害福祉課長 この事業は社会福祉村の中にある７つの県立施設におきまして、修繕及び防

犯対策を進めるための事業でございます。具体的に申し上げますと、あさひワー

クホームの居室サッシの修繕工事やエアコンの取りかえ修繕工事を行いました。

また、社会福祉村内の障害児者施設、あけぼの医療福祉センター及びその成人寮、

あさひワークホーム、育精福祉センター及びその成人寮、梨の実寮、あゆみの家

の計７つの施設において、防犯カメラ及び緊急通報装置の整備を行ったところで

ございます。  
 
卯月副委員長   はい、わかりました。昨年７月、相模原市内の障害者施設で起こった痛ましい

事件、私も住まいから近いということもありまして、今でも鮮明に記憶をしてお

りますけれども、県が実施した防犯対策は外部からの侵入者に対してどのような

効果があるのか。また、事件が発生した場合に十分に機能するのかお伺いします。 
 
山本障害福祉課長 各施設で整備した事業のうち、防犯カメラにつきましてはセンサーライトと

連動しまして、夜間でも外部からの侵入者を確認することが可能であり、抑止効

果も期待できるものでございます。また、施設内で侵入者を発見した場合は、警

察に直結している緊急通報装置により、侵入者に気づかれずに警察が駆けつける

ことが可能な仕組みを構築しているため、迅速な対応が可能となっておりまして、

いずれも抑止効果あるいは防犯効果が十分に機能している設備だと認識してお



決算特別委員会(平成 29年 11月 21日総括審査)会議録 

- 8 - 

ります。  
 
卯月副委員長   福祉施設の防犯対策というのは、機材をそろえるだけでは不十分だとも考えら

れます。緊急時に対応するためには、日ごろからの防犯機器の使い方を習得する

など、組織として防犯対策に取り組む必要があると思いますけれども、施設にお

けるソフト面での防犯対策として、どのような取り組みを行っているのかお伺い

したいと思います。  
 
山本障害福祉課長 委員御指摘のとおり、設備を整備しただけでは施設の防犯対策は十分ではな

いと認識しております。このため、社会福祉村内の施設におきましては、毎年、

１回以上の防犯訓練を実施いたしまして、さすまたなどの防犯器具の使用方法に

ついて地元の警察署に御指導いただきながら訓練を行っているところでござい

ます。また、それぞれの施設において防犯マニュアルを整備いたしまして、職員

に周知徹底するとともに、日常的な取り組みと非常時における臨機応変、迅速な

対応、その両面において準備を怠りなく行っているところでございます。  
 
卯月副委員長   日ごろの訓練が必要だと思いますので、引き続きお願いしたいと思います。  
 
       （特定疾患対策費について）  
  次に移ります。決算説明資料の福１０ページ、１５ページの特定疾患対策費に

ついてお伺いしたいと思います。この事業は難病患者への医療費助成と支援の推

進を目的としているものと承知をしております。まずこの事業の決算額の内訳と、

執行残の内訳についてお伺いしたいと思います。  
 
岩佐健康増進課長 平成２８年度の特定疾患対策費の決算額７億５ ,５３７万円余の主な内訳で

ございます。難病患者に対する医療費助成等の扶助費につきまして７億３ ,３０
０万円、また、診療報酬等審査支払い事務等の委託料が１ ,７０４万円余、また、
審査会等の報酬につきまして２７６万円余となっております。執行残４ ,６２５
万円余の主な内訳につきましては、扶助費が４ ,０９５万円余、委託料が３８９
万円余、報酬が８６万円余となっております。 

 
卯月副委員長   決算額の中でも難病患者に対する医療費助成である扶助費が大半を占めてい

て、同様に扶助費が多額の執行残となっているということでありましたけれども、

その理由は何なんでしょうか。  
 
岩佐健康増進課長 この扶助費は、前年度上半期の実績と月平均の過去の実績等々に基づいて算

出をしたもので予算要求をさせていただいております。ただ、実際に医療費を受

給する認定患者の数はふえていたものの、医療費自体の支出が伸びなかったとい

うことがございまして、平成２８年度の２月補正のときに３ ,０００万円の減額
補正を行いましたが、最終的な決算として、予算額に対し９５％の執行率という

ことで４，０９５万円余の残が出たということでございます。  
 
       （山梨県大村智人材育成基金について）  
小越委員   まず、主要施策成果説明書４ページの、先ほど上田委員からも質問がありまし

た山梨県大村智人材育成基金についてお伺いします。たしか部局審査のときに、

この基金からではなく、１，９００万円余を一般会計から出したと答弁があった

のですけれども、基金からなぜ出さずに、一般会計から出したのでしょうか。  
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井上私学・科学振興課長 大村智人材育成基金事業は、平成２８年度の当初予算の編成時点では、

事業経費の全額を基金の運用益によって賄える予定でございましたが、その後、

日銀のマイナス金利政策等の影響によりまして、債券など金融商品全般の金利が

低迷したため、２月補正予算において財源更正の御議決をいただきまして、基金

からの運用収入３６６万９ ,０００円のほかに、ふるさとやまなし応援寄附金と
一般財源を充当したところでございます。  

 
小越委員   この事業は、これからも運用益をもとに実施していくのか、それとも昨年度の

ように一般会計からの繰り入れをするのか。マイナス金利がこれからも続いてい

くと思いますけれども、それはどのようにするんでしょうか。  
 
井上私学・科学振興課長 基金の運用益は、平成２８年度は３６６万円余でございましたが、そ

の後、債券金利が上昇したため、運用先の見直しを行いまして、本年度は８１２

万円余程度、明年度以降は９６０万円程度、確保できる見込みでございます。今

後も引き続き金利水準の推移を注視しながら、さらなる有利な運用を検討してい

きたいと思っておりまして、それに不足する分につきましては、一般財源を繰り

入れて、事業規模は２８年度と同程度の２ ,０００万程度を確保してまいりたい
と考えています。  

 
小越委員   昨年も１，９００万円ぐらい使ったわけですから、３６６万円、８１２万円、

９６０万円と言いましても、１，９００万円には到底届かないわけでありまして、

そうしますとまた一般会計から繰り入れるという答弁でしたけれども、では、そ

もそも２０億円の基金は全く取り崩さないで、運用益だけでやるんですか。基金

は何のために積んであるんでしょうか。  
 
井上私学・科学振興課長 基金事業は、明日の山梨を支える人材育成を目的に行っているもので

ありまして、将来にわたり継続して事業を実施してまいりたいと考えております。

このため、当面は基金の取崩しを行わずに、金利状況が好転した際に十分な運用

益を確保できるよう、しばらくは原資を確保してまいりたいと考えています。  
 
小越委員   ２０億円は一般会計から積んだわけですよね。大村先生からいただいたお金で

はなく、県費でこれからの人材育成をしていくという答弁でした。私は、海外留

学だけが人材育成ではないと思っています。先日も総務委員会で指摘されました

けれども、私立高校の生徒へのいろいろな補助金など、子供たち全体の教育費、

教育をレベルアップするというところにこの基金を充てることも検討するべき

だと思うんです。総務部のところで質問する予定ですが、公共施設整備等事業基

金を道路修繕に充てたように、この大村智人材育成基金を、海外留学だけではな

く、子供たちの教育、貧困対策、レベルアップのために使うという、そういう方

向性はないのでしょうか。  
 
井上私学・科学振興課長 大村智人材育成基金につきましては、大村智先生がノーベル生理学・

医学賞を受賞したことを契機に、科学等に対する理解と関心の醸成ですとか子供

たちの海外留学といった、未来の子供たちの人材育成という観点から、今現在、

事業を実施しているところでございます。加えまして、基金の運用益が明年度は

９００万円ぐらいには復活する予定ではあるのですけれども、運用益があまりな

い中で、それ以外の事業への拡大ということは今のところは検討しておりません。 
 
小越委員   ２０億円もこのまま積んでおくというのは、私は生きたお金の使い道というこ
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とで考えれば、海外留学だけではなく、他の事業を今後は検討すべきだと思って

おります。  
 
       （私学振興費について）  
  次に、私学助成についてお伺いします。決算説明資料の県民５のところですけ

れども、私学助成を行っているのは承知しておりますが、先般、学校法人自然学

園に対する補助金の返還が行われることが発表されました。平成２６年１６１万

円、平成２７年１５８万円、加算金年１０ .９５％を加えて４００万円近くなる
と報道があり、つい最近わかったということでしたが、昨年はなぜわからなかっ

たのでしょうか。まずお伺いします。  
 
井上私学・科学振興課長 私立学校に対しましては、定期的に会計等の指導検査を実施している

ところでございます。具体的な内容を申しますと、法人の運営が適正に行われて

いるのか、学校教育が適正に行われているのか、法人の会計が適切に処理されて

いるのかといった内容について検査をしているところでございます。検査は限ら

れた時間や人員体制の中で、できる限り効果的・効率的に行っているところでご

ざいますが、今回、自然学園の事務処理が適切に行われていないのではないかと

いう外部からの情報に基づきまして検査を行い、不適切な事案が明らかになった

ところでございます。  
 
小越委員   外部からの情報でわかったという話ですけれども、山梨県の学校法人会計等指

導検査実施要綱によりますと、指導検査はおおむね３年に１回の割合で実施する、

ただし、必要が生じた場合は随時実施する、と書いてあります。普通は３年に一

度ですけれども、調べてみましたら、この学校法人自然学園は、毎年、指導検査

をされております。２４、２５、２６、２７、２８と毎年やっているわけです。

本当は大体３年に一度のところを毎年毎年やっていた。なぜ毎年やっていたんで

しょうか。普通は３年に一度のところを。  
 
井上私学・科学振興課長 おおむね３年に一度という目安でやっておりますが、検査に入って指

導事項等があった場合には、その状況を確認する意味も込めまして、毎年の検査

をしているものでございます。  
 
小越委員   ２８年は１０月４日に検査指導がされております。黒塗りですけれども、２８

年１０月４日に検査指導が行われ、改善すべき点を通知しております。２８年１

０月４日に行った指導検査では、どのような改善をするべきだと指摘をされたの

でしょうか。  
 
井上私学・科学振興課長 検査結果につきましては、情報公開条例上、公にすることにより当該

法人の競争上の地位、その他正当な利益を害するおそれがあるものに該当するも

のでございまして、非開示情報とされているため申し上げることはできませんの

で御了承願います。  
 
小越委員   そうであったとしても、ここの黒塗りのところはこれだけページがあるわけで

すよね。２８年。その前の年も２ページも３ページも黒塗りのままであります。

改善すべき事項が毎年毎年通知されてきたわけですよ。それは県が毎年毎年、指

導検査に行って、ここを、ここをということをチェックしてきたわけです。それ

にもかかわらず、外部からの情報があってやっと今回明らかになったということ

は、あまりにずさんな検査をしていたと思います。今の課長がそれを見つけたの
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で、今の課長を責めるわけではありませんけれども、この間ずっと、毎年毎年、

検査をしながら見つけることができなかった。こんなに改善事項を出しておきな

がらですよ。それを改善したかどうかを確認せずに放置しておいたということは、

この補助金は税金を使っていて県費も入っているわけですから、不適正なことを

見逃していたということは大きな問題だと指摘しておきたいと思います。  
 
       （重度心身障害者医療費助成制度について）  
  次に福祉保健部のことについてお伺いいたします。まず福６ページ、重度障害

者の医療費助成制度についてお伺いいたします。重度障害児の窓口無料制度は復

活いたしましたけれども、重度障害者、大人のほうは窓口無料が廃止されたまま

になっております。そこでお伺いします。昨年度の重度心身障害者医療費助成の

予算額と執行額についてまずお伺いします。  
 
山本障害福祉課長 昨年度の重度心身障害者医療費助成事業費の予算額は１６億５ ,０４８万円

余、決算額は１５億１ ,２５６万円余でございます。  
 
小越委員   １６億５ ,０００万円余と１５億１ ,０００万円余で１億４ ,０００万円ぐらい

乖離があるんですけれども、これはなぜですか。  
 
山本障害福祉課長 重度心身障害者医療費助成制度の運用に当たりましては、まず自立支援医療

費あるいは小児慢性特定疾病といった他の公費助成を優先して適用することと

なっておりまして、自動還付方式への移行を機に、県がこれらの制度の積極的な

活用を啓発したことにより、重度心身障害者医療費助成制度から他の制度への切

りかえが進んだことから、結果として１，３７９万円余りの助成額の減少につな

がったものと考えられます。  
 
小越委員   平成２６年に窓口無料をやめたときから、２１億、１８億、１７億、１６億と、

どんどん減ってきているわけですよね。それで、自立支援医療や小児慢性特定疾

病に切り替わったと言うのですけれども、その件数や金額はどのくらいなのでし

ょうか。  
 
山本障害福祉課長 自立支援医療費及び小児慢性特定疾病にどの程度の件数、金額が移行したか

ということは把握しておりません。  
 
小越委員   把握していないのに、その理由と言えるのですか。把握していないのに、それ

によって事業費が減ったと断定することは不適切です。ちゃんと調べていただか

ないと、なぜこのように事業費が減ってきたのか理由がつかないと思います。  
  もう１点、この重度心身障害者医療費助成制度は自動償還払いされるというこ

とで、貸付制度や自動償還がありますから今までと変わりません、とおっしゃっ

ていましたけれども、２カ月以内に自己負担分を完納しないと自動償還されませ

ん。その後、自分で手続しないと返ってこないのですけれども、昨年度、２カ月

以内に自己負担金を完納せずに自動償還されなかった方は何件、金額にしてどの

ぐらいあったのでしょうか。  
 
山本障害福祉課長 重度心身障害者医療費助成制度におきましては、お支払い額に応じた還付を

行うために、医療機関の診療月の翌々月の１０日までに未払いの方の未払い情報

等を医療機関から国保連合会に、これは審査、支払いを行っている機関でござい

ますが、こちらに提出して、自己負担分をお支払いいただいていない方の還付手
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続を停止することになっております。医療機関と国保連合会との間での例月処理

となっているため、県ではその件数や金額について実態を把握しておりません。 
 
小越委員   実態を把握していないにもかかわらず、持続可能な制度ですから、自動償還で

すから大丈夫ですって言うのは違うんじゃありませんか。２カ月以内に払わなか

ったら自分で手続きに行かなきゃならない。それをやっていない方もいるかもし

れない。それが事業費が減っている理由でもあるんじゃないですか。どうして把

握しようとしないんですか。全ての医療機関、また、全ての国保連合会、市役所

等に聞いて、何件未払いだったのか、自動償還されなかった金額をどうして把握

しなかったのですか。  
 
山本障害福祉課長 県では、窓口での支払いが困難な受給者のために重度心身障害者医療費貸与

制度を設けており、受診後の貸付にも対応していることから、医療費が支払われ

ないということは、適正に活用していただければ、ないと考えております。  
  また、先ほど、事業費が減っているというお話がございましたが、この間の保

険者負担分を含めた総医療費は変わっておらず、毎年４２０億円程度で推移して

おりますので、事業が縮小したということはありますけれども、障害者に対する

医療の提供が少なくなっているということはございません。  
 
小越委員   質問に答えないんですよね。貸付のことにごまかされてしまうわけですよ。違

うと思います。そもそもペナルティーを回避するということで窓口無料は廃止さ

れたのですけれども、ペナルティーとして県で約４億円、市町村も合わせると８

億から９億円ありました。ペナルティー分を障害者施策に充てるとずっと答弁さ

れていました。じゃあ、昨年度はこのペナルティー分約４億円をどのような障害

者施策に充てたのですか。具体的に事業と金額を教えてください。  
 
山本障害福祉課長 ペナルティー回避分は障害者施策の充実に充てるということを、議会におき

ましても説明させていただいているところでございます。このことに基づきまし

て、平成２７年２月には精神科救急医療体制を２４時間化するとともに、同年４

月には富士東部地域に障害児のための小児リハビリテーション診療所を開設し

たところでございます。また、知的障害のある生徒に職業教育を行う県内初の高

等支援機関、高等支援学校桃花台学園を開校するなど、施策の充実を図っている

ところでございます。そのほか、わかば支援学校等の整備及び運営費にこれらの

ペナルティー回避分を充てさせていただいているところでございます。  
 
小越委員   わかば支援学校や桃花台学園は福祉費、民生費じゃありませんよね。教育費で

すよね。そこに充てたということを言うのはすりかえだと思います。重度障害者

の方々が、経済負担が大きくなり、受診困難になっている事例をしっかりと調査

していただきたいと思います。わからないとか調べていないとかでは、制度の持

続が可能になっているとは到底言えないと思います。  
 
       （保育所等の待機児童数について）  
  もう１点、保育のことについてお伺いします。主要施策成果説明書６１ページ、

待機児童の問題です。主要施策成果説明書によりますと、山梨県はずっと保育所

の待機児童数が、基準年、平成２６年、平成２８年、平成３１年も含めてゼロ人

と。保育所の待機児童数ゼロ人達成となっておりますが、待機児童ゼロとどうし

て言えるのかまずお示しください。  
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小野子育て支援課長 待機児童数については、国が実施している調査がございます。これは毎年

４月と１０月に実施をしておりますけれども、その調査に基づきまして、市町村

から待機児童なしと報告を受けているところでございます。この調査につきまし

ては、細かい調査要領がございまして、その要領に沿った報告となっております。 
 
小越委員   厚生労働省が３月３１日に発表している、平成２８年４月の保育園待機児童の

その後のことです。厚生労働省では待機児童の定義について、この間、何回も検

討しております。求職活動をやめたときの扱い、特定の園を希望している方の扱

い、それから育児休業中の扱いです。山梨県はこういった方を待機児童の数にカ

ウントするんですか。  
 
小野子育て支援課長 委員おっしゃられたとおり、待機児童の調査につきましては要領が定めら

れております。その中で、例えば、求職活動を休止中の方ですとか、自治体が補

助をする認可外施設を利用する場合ですとか、育休中に単に利用予約をする場合、

また、利用可能な施設があるにもかかわらず特定の施設のみを希望するようなケ

ースにつきましては、待機児童の中に含めないというルールとなっておりますの

で、国の要領に基づいて、そういったケースについては待機児童の中には含めて

おりません。  
 
小越委員   違いますよね。それは山梨県がそうしているのであって、この厚生労働省の２

９年３月３１日発表の、平成２８年４月の待機児童の１０月時点の状況を見ます

と違うんですよ。４月にゼロと言っている県は幾つもあります。新潟、富山、石

川、福井、山梨、長野はゼロです。しかし、鳥取、広島、高知、宮崎は、４月は

ゼロですけれども、１０月になると待機児童が発生しているんです。新潟県は４

月はゼロですけれども、１０月になると２２人発生しております。鳥取県も８２

人発生しています。広島４８人、高知２１人、宮崎５０人。４月のときはゼロだ

けど、１０月になると待機児童が発生している。それは、育児休業が終わって１

０月から復帰したい、しかし保育園に入れない、そういう方々がいらっしゃるん

ですよ。山梨県はそういう人はいないんですか。  
 
小野子育て支援課長 委員がおっしゃられたとおり、育休明けの年度途中の入所というのは近年、

希望が非常に多くなっているところでございますが、山梨県におきましては現在

のところ、育休明けの年度中途に入所できないケースがあったという報告を市町

村からは受けておりません。年度中途に待機児童が発生した場合につきましては、

市町村が受け入れ可能な保育所に対して保育の実施を求めているところでござ

いますし、県といたしましても、市町村が利用調整を行う際には、保護者の方か

ら希望する開所時間や場所といった意向をきちんと確認した上で、利用可能な保

育所がほかにあるということを丁寧に御説明するよう、助言しております。  
 
小越委員   実態を知ったからですよ。皆さんのところの方だっていると思いますよ。私も

知っているので。育児休業明けに１歳になっていたとしても、４月時点でゼロ歳

の方はゼロ歳児の保育に入るんですよね。２歳になっても４月時点で１歳だった

ら１歳児のクラスに入らなきゃならない。ゼロ歳・１歳児のところがあきがない

んですよ。仕事に復帰したい。職場もそれを待っている。だけど保育園がないか

ら入れない。それで申し込まずに我慢して、育児休業明けの方は待機児童にもな

れないんですよ。皆さんのところにもいると思います。特に甲斐市や笛吹市、甲

府市はいっぱいです。入れません。１０月、１１月に育児休業が明けたからゼロ

歳児に入りたいと言っても、あいているところ、あるかもしれませんよ。だけど、
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職場からものすごく遠い。甲府の近くの、お姉ちゃんが行っているところのすぐ

近くに行きたいけど、遠くだったらあいているからそこに行ってくださいって、

そんなことできますか。働いていることを考えてみれば。送り迎えもしなきゃな

らないんですよ。できるわけがないでしょう。だから諦めて育児休業を延ばさな

きゃならない。どうするんですか、そのときに。  
  例えば、岡山市は前は待機児童がゼロでした。しかし、昨年１３４人、今、７

２９人なんです。岡山市は定義を変えたんですよ。同じ岡山市内の中でも、遠い

ところだと通いきれない。甲府だって甲府の中心部にいたら、南のほう、中道は

保育所あいていますよっていわれたら通えますか。通えないですよね。待機児童

の定義を変えれば、こんなふうに変わってしまうんですよ。山梨県だって、今、

皆さんのところにも、多分、育児休業明けに１１月、１２月に入れない方、いっ

ぱいいますよ。山梨県内中どこでもいいから探して行ってくださいっていうわけ

にいかないですよ。仕事する関係で。どうして育児休業明けのところを定義に入

れないんですか。入れることを考えなかったんですか。お聞かせください。  
 
小野子育て支援課長 国の要領がございまして、その中で、開所時間が需要に応えており、自宅

から３０分未満で通園が可能な場合などについては、待機児童の中に含めないと

いうことが表示をされているところでございますので、全国的にもこの国の要領

に沿った調査となっていると考えております。 
 
小越委員   そこがやはり、働くお母さんやお父さんの立場に立っていないんですよ。ほか

の県ではそのように変えています。２０分、３０分というのも、職場と反対方向

に２０分行って、また帰ってきて職場に行くのとでは全然違うじゃありませんか。

働き続けることができないですよ。どうしてそれが働く女性を応援することにな

るんですか。山梨県が待機児童ゼロっていうのは、これはうそですよ。これをゼ

ロだってずっと言っていること自体がおかしいですよ。  
  そして、もう一つお聞きしたいのは、たとえその保育園が、じゃあ受けましょ

うと言ったとしても、保育士がいないと受けられないですよ。じゃあ、うちのと

ころでお１人ぐらいだったら受けましょうといっても、保育士の基準があります。

保育士がいないと受けられない。保育士を途中で確保するためにどのようなこと

をされているんですか、昨年は。  
 
小野子育て支援課長 山梨県におきましては、産休明けの年度途中で入所ができないというケー

スが生じないように、産休・育休明けの児童が円滑に保育所に入所ができるよう

にするため、１歳児の保育を担当する保育士を加配した民間保育所や幼保連携型

認定こども園に対して市町村が助成した場合に、県が２分の１補助をする制度を

設けております。  
  また、保育士確保ということは非常に重要なことでございますので、昨年度か

ら山梨県の保育課題等検討委員会を創設いたしまして、その中で保育士の養成学

校の学生を対象としまして、保育所や認定こども園などの見学会を実施したり、

また、保育士の就職応援フェアを実施したりするなど、保育士確保に努めている

ところでございます。  
  さらに、実際に保育士の資格を持っていながら保育士として働いていない方、

いわゆる潜在保育士と呼ばれている方でございますが、そういった方の復職も進

めたいと考えておりまして、一定期間、県内の保育所等に勤務をした場合につい

ては返還が免除となる、大変有利な貸付制度を２８年１２月に創設し、今年度か

らスタートをするなど、保育士確保に努めているところでございます。  
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小越委員   これは甲斐市立保育園保育士募集の広告です。１２月です。途中からお子さん

が入ってくると保育士を雇わなきゃならない。ここでもう育休明けってわかるわ

けですよね。１歳とかになったら入るから、本当は予約をしておきたい。だけど

保育士は実際の子供の数でしか保育単価がきませんから、保育士を雇用するお金

がどこにもないわけですよ。だったら、育児休業明けにこの保育園を予約してあ

るのであれば、その間の保育士の給料を確保する、援助する、そういう制度を笛

吹市ではちょっとですけれどもやっていますけれども、そういうことをしないと

保育士は確保できませんし、公立は予算がありますから、９月途中から保育士を

急に１人雇うっていうわけにいかないわけですよね。  
  私は、この待機児童ゼロっていうことをこうやって掲げていること自体が間違

いだと思います。しっかり調査してください。だって、ほかの県で１０月になる

と２０人も８０人もふえるんですよ。山梨県だけふえないなんて、そんなことは

あり得ませんよ。ちゃんと育児休業明け、それから特定の園を希望する方も含め

て、この厚生労働省の議事録でも、育児休業が明けるときに本当は職場に復帰し

たいけれども、保育園があかないばかりに育児休業を延長せざるを得ないという

場合は待機児童に含めるべきだという声が多数を占めています。山梨県もこの待

機児童の定義を見直すことを私は提案してこの質問を終わります。  
 

 

質 疑    森林環境部・観光部関係 

 

（健全で豊かな森林づくりの推進について） 

遠藤委員   まず、森林環境部のことで質問をさせていただきたいと思います。今、大河ド

ラマで「直虎」をやっていますけれども、材木を売るだけではなく、メンテナン

スといいますか、森林の再整備ということにも着目をして見させてもらい、改め

てこの主要施策成果説明書の３２ページにあります健全で豊かな森林づくりの

推進ということに興味を持ちました。第２期計画の策定に取り組んでいたという

ことですが、その第２期計画の内容をお伺いいたします。  
 
桐林森林環境総務課長 森林環境保全基金事業の第２期計画につきましては、第１期計画と同様

に、多様な公益的機能の維持・増進を図る森づくり、木材・木質バイオマスの利

用促進、及び社会全体で支える仕組みを大きな３本柱といたしまして、具体的に

は、荒廃した民有林の整備を進めるとともに、小中学校などへの県産材を使用し

た学習机や椅子の導入支援、保育園、小学校等が行う森林体験活動への支援など

を実施することとしております。  
 
遠藤委員   第１期計画から第２期計画ということで、その連動性もあるわけなのですが、

その辺についてどのような変化といいますか、動き、考え方があるのかお伺いい

たします。  
 
桐林森林環境総務課長 第１期計画につきましては、平成２４年度の森林環境税を導入し、１期

目の５年計画を決めたところであります。その第１期計画につきましては、先ほ

ど答弁をいたしましたが、多様な公益的機能の維持増進を図る森づくりというこ

とで荒廃森林の整備、それから木材・木質バイオマスの利用促進ということで県

産材の利用促進、社会全体で支える仕組みということで県民の皆様に森林整備の

重要性、意義を理解していただくといった３本柱をつくったところであります。

この平成２８年度に第１期計画が終わり、平成２９年度から第２期計画を実施し

ていくということで、２８年度に県民の皆様にアンケートや説明会などを実施す
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る中で、この第１期計画の３本柱を引き続き続けていくというところを説明し、

理解をいただき、第１期計画を踏襲する形で第２期計画を策定したところであり

ます。  
 
遠藤委員   事業の執行だけでなく、収入である森林環境税についても御理解をいただくた

め、県民への周知も必要だと思いますけれども、その辺も含めて、県民への周知

についてはどのようなお考えがあるんでしょうか。  
 
桐林森林環境総務課長 県民の皆様への周知の取り組みにつきましては、森林の役割や林業の現

場への理解を深めてもらうための森林整備の現場見学会を開催するとともに、森

林環境税について知っていただくための情報誌「木もれ日」の発行、また、県民

の日記念行事など、県のイベントでのパネル設置、県のホームページや市町村広

報紙を活用する等、県民の皆様への周知を図っているところであります。  
 
       （観光産業活性化の総合的な推進について）  
遠藤委員   次に、観光部のほうの質問を何点かさせていただきたいと思います。こちらは

主要施策成果説明書２２ページになります。観光産業活性化の総合的な推進とい

うことでありますけれども、やまなし観光推進機構の日本版ＤＭＯとしての再編

に向けた調査・検討の実施ということで、インバウンドビジネスの受け皿として

のＤＭＯ、体制づくりということだと思いますが、調査・検討の具体的な内容に

ついてお伺いいたします。  
 
内藤観光企画課長 日本版ＤＭＯとしての再編に向けた調査、検討につきましては、２８年６月

補正予算に地域連携ＤＭＯ整備調査検討事業費として計上させていただいてお

りまして、本県における観光産業の稼ぐ力を高めて、さらなる活性化を図るため

に、その核となる組織として、やまなし観光推進機構を日本版ＤＭＯとして再編

するための調査検討を行ったものとなっております。  
  まず、調査の内容についてでございますけれども、ＤＭＯの整備検討調査委託

事業といたしまして、本県の特性等も踏まえた中で、日本版ＤＭＯとするために

どのようなことが必要かということで、実際に整備をすべき機能、組織、それか

ら専門人材の活用を含めた人員体制、その人員要件や職務内容、実際に活用する

ためのデータ収集や分析の方法、それからＤＭＯとして地域支援等として取り組

むべき自主事業等を把握するための調査を行いました。  
  また、県の進める機構のＤＭＯ化につきまして、幅広い分野からの御意見を聞

くために、学識経験者、地域連携ＤＭＯを検討している町村の観光担当部局、そ

れから中小企業の支援、関係機関を委員といたします検討委員会を設置いたしま

して、調査結果の報告内容等も提示した中で、幅広く意見、提言等を伺って検討

を進めさせていただきまして、ＤＭＯ化に向けた推進体制を決めさせていただい

たところでございます。 
 
遠藤委員   組織や体制について検討したということですけれども、これは具体的に見直し

をしたということで理解してよろしいでしょうか。  
 
内藤観光企画課長 そういった調査検討を踏まえまして、本年４月から新しい体制をスタートさ

せていただいております。  
 
遠藤委員   このＤＭＯを核として、組織、そして新設したツーリズムビジネス活性化セン

ター、こういったものがしっかりと機能して、インバウンドビジネス、稼ぐ力を
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つくり出していくということなのですけれども、この取り組みについてお伺いい

たします。  
 
内藤観光企画課長 組織体制を見直しまして、観光消費の拡大や観光事業者の収益力向上を支援

するため、新しくツーリズムビジネス活性化センターを設け、そこに観光事業者

に対する経営改善支援、生産性の向上の機能や観光客の動向データなど市場デー

タの分析に基づいた支援を行うためのマーケティング機能を備えました。そこに

経営改善支援としまして、あずさ監査法人とか、ＡＮＡ総合研究所のほうから専

門人材等を配置し、また、金融機関から職員派遣などを受けまして、今、体制整

備を進めているところであります。  
  また、機構の既存の組織も見直しまして、観光プロモーションや着地型商品の

造成などについての見直しも図っておりまして、周遊観光や平日、冬季の誘客等

の強化を図っております。  
  また、特に稼ぐ力を支援するためということもありまして、町村や観光協会な

どの関係団体、旅館、ホテルなどの宿泊業、それから観光産業が非常に幅広いと

いうことで、物産や運輸関係の事業者というものもかかわりが深いので、聞き取

り調査を行って、具体的な経営アドバイスや外国人インバウンドの対応に必要な

パンフレット作成等の支援などを行っているところです。  
  また、専門的な経営指導等が必要な場合には、外部の専門家を派遣してその経

費を助成するほか、特に観光事業者向けには生産性向上の重要性を広く理解して

いただき、みずから経営改善に取り組んでいただけるよう、例えばＩＴを活用し

た予算決済システム、顧客情報の管理、共同購入などについての生産性向上講座

を開催しております。このほか、専用メールマガジンや圏域ごとの説明会を実施

いたしまして、そういった生産性向上の取り組みに役立つような先進事例や国の

補助事業、融資制度の紹介、それから、観光客のアンケート調査等の市場データ

等の分析結果などの提供を行いまして、観光事業者の生産性の向上等について支

援をしているところでございます。  
 
       （外国人観光客受入環境の整備促進について）  
猪股委員   観光部についてちょっとお聞きします。主要施策成果説明書の３０ページに記

載されている外国人観光客受入環境の整備促進の事業内容について、何点かお伺

いいたします。２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックを控え、外国人

観光客の受け入れ環境の充実を図るため、外国語による観光案内ができる人材の

育成は非常に重要であると思います。そこで、平成２８年度から実施されている

地域限定特例通訳案内士の養成研修についてお聞きします。まず、昨年度、研修

を修了した者は７０名とのことでありますが、研修への応募状況や、選考過程は

どのような状況だったのか伺います。  
 
古谷国際観光交流課長 まず、研修への応募状況についてでございますが、受講上限１００名を

大幅に上回る２００名を超える申込がありまして、事前に一定レベルの語学力を

持っているかといったことを審査しまして、１００名の受講者を決定したところ

であります。また、平成２８年８月から９月にかけて研修を実施しまして、研修

で学んだおもてなしの心構えであるとか、専攻言語でのガイドスキルの習熟度な

どを審査しまして、最終的な研修修了者として、英語４２名、中国語２４名、タ

イ語４名の計７０名の合格者を決定したところであります。  
 
猪股委員   わかりました。次に、合格者は十分なスキルを身につけている必要があると考

えますが、研修の内容として具体的に何を行ったのか、その辺をお伺いします。 
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古谷国際観光交流課長 研修は昨年の８月上旬から９月中旬にかけ、土日を中心に計５０時間程

度実施をいたしました。科目としましては、おもてなしの心構え、本県の観光資

源の魅力、救命救急、語学研修、予定管理、ガイドスキル、現場実習など、実践

的な研修を行ったところであります。  
 
猪股委員   最後になりますが、養成した地域限定特例通訳案内士については、今後一層活

躍されることを期待しておりますが、これまで実際にどのような活動をされてい

るのか、その辺について伺います。  
 
古谷国際観光交流課長 地域限定特例通訳案内士として登録された方々につきましては、例えば、

青木ヶ原樹海のガイドツアー、富士講体験のガイドツアーや民間団体主催のサイ

クリングツアー、あるいは外国人観光客へのアンケート調査、そして直接の通訳

ガイドではございませんけれども、例えば県立大学の観光コースの非常勤講師な

ど、さまざまな活動を行っているところでございます。  
 
       （森林の観光・レクリエーションの利用の促進について）  
卯月副委員長   主要施策成果説明書３５ページについてですけれども、最上段の森林の観光・

レクリエーションの利用の促進の、施策・事業の概要及び成果に、県有林を中心

とした森林の多面的利用を進めるため、森の癒し効果を活用した地域産業との連

携など、観光やレクリエーション等の場としての利用を促進した、とありますけ

れども、具体的に取り組まれた内容についてお伺いします。  
 
鷹野県有林課長 主要施策成果説明書３５ページ、上段右側に記載の項目に沿って御回答いたし

ます。まず、保健休養機能を活用した森林利用の検討についてですが、企業、団

体が森林レクリエーション活動に利用できる場を、森林文化の森などに設定をす

るとともに、昨年度はノルディックウオークなどのレクリエーションプログラム

を作成し、本年度、利用する企業、団体の募集を開始したところでございます。

また、森林景観整備の実施としまして、三ツ峠登山道など７カ所について、眺望

を阻害する樹木の伐採など、景観に配慮した森林の整備を行いました。さらに、

市町村や観光協会から魅力的な森林や周辺施設などの情報を得まして、やまなし

の魅力ある森林スポット１００選の選定を行い、周辺の観光スポットと組み合わ

せたモデルコースをあわせて掲載した冊子を作成し、配布をするとともに、ホー

ムページや県内広報番組などで広く情報発信をしたところでございます。  
 
卯月副委員長   わかりました。この施策の取り組み、事業としまして、説明資料の森５では、

県が管理する森林公園である武田の杜や金川の森、昨年度まで県が管理していた

県民の森など、森林公園の管理等が実施されていますけれども、これら森林公園

の利用状況について教えていただきたいと思います。  
 
鷹野県有林課長 ３つの森林公園につきましては、利用者は増加の傾向にございまして、３施設

全体の利用者が平成２６年度に４０万人を超えたところでございます。昨年度に

つきましては、武田の杜が１０万人、金川の森が３０万４ ,０００人、県民の森
が１万２ ,０００人であり、全体で４１万７ ,０００人となっております。  

 
卯月副委員長   関連した質問は一般質問でもさせていただきたいと思っていますけれども、今

後も美しい森林環境の整備や森林のレクリエーションの場として活用を促進し

まして、観光客の方々の満足度向上を図るとともに、県内外に広く本県の森林の
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魅力を情報発信して、利用者の増加につなげていただきたいと思います。よろし

くお願いします。  
 
       （県有林の土地貸付料について）  
小越委員   決算説明資料、森１３と１６ページ、県有林地の貸付料について、不当であっ

たのではないかという立場から質問いたします。県有林地の貸付料が２３億円あ

りますけれども、例えば山中湖別荘、富士急行に対する貸付の単価が９１円、北

杜市清里駅裏８５円、エイトカントリー別荘６８円、清里の森１７４円というこ

とで、大変安い単価で貸し付けているんですけれども、それは山林原野で評価し

ているからとのことですが、なぜ山林原野で評価してきたのでしょうか。  
 
鷹野県有林課長   まず、県有林でございますので、県では山林の状態で貸付を行いまして、その

後、借受人が造成等にかかる費用を投下して、現在の状況になっております。そ

のようなことから、造成前の山林価格の評価をもとに貸付料を算出しております。 
  なお、山林価格の評価に当たっては、利用目的を踏まえた価格を適用しており

まして、別荘地の場合は住宅地へ転換しつつある、いわゆる宅地化が見込まれる

山林価格を適用しているところでございます。 
 
小越委員   森１６ページに、県有資産所在市町村交付金というのがあります。県有地です

ので、市町村には固定資産税が入ってこない。借りている人も固定資産税を払わ

なくていいので、その分を県が市町村に交付するという制度ですけれども、先ほ

ど、貸し付けた土地は住宅地になる可能性のある山林と評価したというのですけ

れども、そうしますと、この交付された県有資産市町村交付金というのは、山林

原野ではなく住宅地になる可能性のある山林ということで金額が決まったとい

うことですか。  
 
鷹野県有林課長   あくまで山林の状態のうち、宅地化が見込まれる山林の取引等の事例から価格

を算定しておりますので、その価格は何かというと山林の価格でございますが、

例えば山林は奥地と市街地に近いところで価格差等がございますから、別荘地に

ついては宅地化が見込まれる山林の価格を適用しているところでございます。  
 
小越委員   別荘地は宅地化が見込まれる山林の価格といいますけど、普通の住宅ですよね。

別荘になると住んでいる方もいますから。交付額はたしか固定資産税評価の１ .
４％という計算式だと聞いたのですけれども、宅地化が見込まれる山林ではなく、

普通の住宅地、宅地ということで評価をすると幾らになるんですか。 
 
鷹野県有林課長   県では貸付にかかる価格の調査は、委託した専門家により行っていますが、そ

れはあくまで別荘地であれば宅地化が見込まれる山林の価格でございます。住宅

地における価格の調査は行っておりません。  
 
小越委員   やはり、住宅地のほうがもっと高い評価になると思いますので、差額が出てく

ると思うんです。例えば、私、前の委員会で聞きましたけれども、北富士演習場

は１平米１３０円ぐらいの貸付料だと聞きました。リニア残土の境川のところは

２万９ ,０００平米の雑種地で２７２万円が交付されています。ここは６ ,８５８
ヘクタールです。そうしますと、ざっと境川を基準にしてみましても、２３億円

というのは、ましてやここのところだけとりますと、ものすごく安いんじゃない

かと思うんですけど、いかがですか。  
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鷹野県有林課長   所在市町村交付金の交付につきましては、国有資産等所在市町村交付金法に基
づき算定をしているところでございます。同法において交付金は県が所有する財

産の価格をもとに算定すると規定されておりまして、県が貸付を行っている資産

はあくまで山林の価格と考えております。  
 
小越委員   山林という価格評価で行きますから、ずっと市町村への県有資産所在市町村交

付金も少ないわけですよね。そうしますと、該当する山中湖村や北杜市などは、

本来は固定資産税として入ってくるべきものが、山林として評価されて交付され

るものですから、収入が少なくなってくるんじゃないでしょうか。その点につい

て地元から御意見などはないんでしょうか。  
 
鷹野県有林課長   先ほど言った国有資産等所在市町村交付金法においては、それを交付する前に

交付先の市町村に意見を伺うとこととされており、事前に通知をしているところ

でございます。今までの経緯の中で、市町村から額が不当であるというような意

見は出されていません。 
 
小越委員   最後に、この山林のまま評価するというのは、これからも継続していくのでし

ょうか。それはどうして続くのでしょうか。  
 
鷹野県有林課長   あくまで県が貸付を行ったのは山林の状況でございまして、その後、借受人が

投資して現在の状況になっていることを評価に付加することは適切でないと考

えております。ですから、県が貸し付けている財産は、あくまで山林の状況で評

価すべきものと考えております。  
 
小越委員   私の意見とすると、県有地だったら安いけれども、その隣の私有地だと違うと

いうことは、あまりに評価が違うと思います。借りている方にとってみても、隣

の方はこんなに安いのにこっちはこんなに高いということになりますし、この山

林原野で評価すること自体がそもそも違っていると思います。不当な扱いだと思

いますので、私はここに反対いたします。  
 

 

質 疑    総務部・出納局・教育委員会関係 

 

（予算現額と歳入歳出総計について） 

前島委員   前もってページをお伝えしていなかったですが、私は個別事業の質問ではない

ものですから、決算説明資料の１ページから６ページの総計のところ、また、監

査委員の決算審査意見書の、まずは２ページとか７ページの辺を参考にしていた

だきたいと思います。平成２８年度の予算現額と歳入歳出総計について、ここで

は一般会計に絞りましてお話を伺いたいと思っています。予算現額５ ,０１５億
３,９００余万円に対しまして、歳入決算額４ ,６１９億６ ,３００余万円で、予算
と決算の差額は３９５億７ ,５００余万円となっているわけでございます。また、
歳入決算額から歳出決算額４ ,５５９億８ ,８００余万円を引いた形式の収支額
は５９億７ ,５００余万円、実質収支は２２億２,９００余万円と、一応黒字を示
しておりますけれども、御承知のように単年度決算の原則から見ますと、この予

算現額と歳出決算額の差額は４５５億５ ,０００余万円の減少となっているわけ
でありまして、パーセントで言うと９ .１％ぐらいの額が減となっている。  

  なぜ私はこの話をするかというと、県議会は審議権と決算の認定権を有してい

るという点で、非常に関心を持って、１年前に審議した予算に対してこういう結
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果が出ていることについて、改めて伺ってみたいということでございます。その

点についてまずお伺いをさせていただきます。 
 
泉財政課長   まず、今回の予算額と歳出決算額の４５５億円の差額については、翌年度への

繰越と不用という２つの要素で成り立っているとお考えいただければと思いま

す。２８年度における繰越額は３１４億円余でございますが、その特徴について

申し上げますと、大きな要素としては公共事業でございます。平成２８年度経済

対策で１１０億円程度の経済対策を行ったり、消防防災ヘリコプターという臨時

的な経費がございましたが、こちらの適切な工期を確保するためにやむを得ず繰

越をしたということで、３１４億円余という繰越額になっています。 
  もう一方の不用額についてですが、こちらは例えば、貸付金が見込額を下回っ

た商工業振興資金特別会計の繰出金といったものの執行残によりまして１４０

億円余になっております。なお、不用額につきましては、前年度に比べて３６億

円余減少していまして、引き続き縮減に努めてまいりたいと考えています。  
 
前島委員   後で全体的な意見を述べますけれども、今ちょっと説明がありましたけれども、

翌年度への繰越額が３１４億６ ,２００余万円、不用額が１４０億８,８００余万
円となっていますよね。この金額を合計しますと、ほぼ予算現額と歳出決算額の

差額の４５５億円になるわけですね。そういう状態の中で、この予算編成と執行

計画について適正かどうかという点で御所見を承りたいと。課題が何かあるので

はないかという感じもしているわけでございます。その点をお伺いしたいと思い

ます。  
 
泉財政課長   こちらの不用額、それから繰越額についてでございますけれども、こちらは毎

年度、２８年、それから２９年度もそうですけれども、年度当初には公共事業の

早期執行を公共部局のほうで進めていますし、財政課では査定のタイミングでし

っかりと必要な額を適切に見ています。一方で、計画的に行うためにやむを得ず

繰越を行う部分でありますとか、あとはどうしても、例えば経済状況が変動した

ときにすぐに貸し出しができるような、先ほど申し上げたような商工業振興資金

でありますとか、商工業振興特別会計の繰出金といった、いざというときに対応

しておかなければいけないという予算もございますので、どうしてもこういった

ものは出てくるところでございますけれども、引き続き縮減には努めていきたい

と考えているところでございます。  
 
前島委員   予算現額と歳出決算額の差額が４５５億。繰越明許費と不用額の合計で４５５

億ですよね。約４５０億円が予算現額に対して２８年度に執行が行われなかった

ということにつながるわけですね。その予算現額に対する割合は、９％を超えて

いる。額がね。私たちが予算審議に非常に真剣に取り組んできている中で、皆さ

んは執行権者として予算案を提出する、我々はそれを審議する。そして、あなた

方にはそれをしっかりと執行をしていただくということが我々が期待をすると

ころですね。今さら釈迦に説法なのですが、いわゆる地方財政運営の基本原則か

らいくと、収支均衡の原則。予算上の収支の均衡。そして、決算上の収支の均衡

を原則として定めている。したがって、予算収支と決算収支をより近づけたもの

に精査した、いわゆる法定の取り組みの予算編成の中でやっていただくといった、

議決権を持つ我々議会に対する努力が必要なのではないかなと。そういう課題を

感じているから質問しているんですね。こういう状態がどうだろうかと。予算編

成をする工程表、あるいは事業執行における工程表がきちんと詰められて計画的

に進められているかどうか。例えば、繰越明許についても、前もっての複数年に



決算特別委員会(平成 29年 11月 21日総括審査)会議録 

- 22 - 

わたっての繰越というのは別として、繰越というのは事故繰越とか、緊急、やむ

を得ない状態で翌年に回さざるを得ない、そういうものだと思うんですね。だか

ら、年度が変わって、上半期のどのあたりでどのぐらい繰越金が消化されている

かということは、我々がなかなか説明をいただく機会がないんですね。そういう

ことから考えると、我々は県議会の立場として、できるだけ予算現額と決算額が

近づく工夫に邁進する努力を求めたいという一念でこの質問をしているんです。

所見を伺いたいと思っています。  
 
泉財政課長   御指摘の点につきましては、しっかりと受けとめてまいりたいと考えておりま

す。予算を執行していく関係上、予算編制のタイミングでどうしても積算してお

かなければいけない、先ほど申し上げたような、いざというときの経済対応や災

害のための備えといったものは、どうしても予算の段階と執行の段階で差が出て

きてしまうことはあると思います。一方で、執行部としてできることはしっかり

とやっていくということで、予算査定のタイミングでしっかりと事業量などを見

積もった上で査定をするとか、しっかりと計画を見ていくということもあると思

います。そういったことを通じて、引き続き繰越の部分につきましても縮減を図

っていきたいと考えています。  
 
前島委員   今、我々議会の立場から今申し上げたのだけれども、このことについてはでき

るだけ予算現額に近づける予算編成ですね。それからまた、決算ができるだけそ

こに近づくように努力をしてほしい。それが我々、議決権を持つ立場への、立場

の尊重にもつながることだと思います。お互いに二元代表制の両輪の役割を果た

しているわけですから、繰越額についてはできるだけ上半期に執行していけるよ

うな工程を、やはり時には県議会に示していただくことも必要ではないかなと感

じておりますので、参考にしておいていただきたいと思います。それ以上は申し

上げません。  
 
       （自主財源比率と県債発行額について）  
  次に、自主財源比率と県債発行額について。これは歳入歳出決算審査意見書の

３、４ページあたりから１５ページあたりを見ていただければいいと思うのです

が、歳入合計に見る自主財源、依存財源の比率は、自主財源１ ,９６７億余万円
で４２ .６％、依存財源が２ ,６５２億円余で５７.４％と、前年に比べますと、い
わゆる依存財源がふえて、自主財源が減っているということなのですが、そのう

ち、県債発行額が８３億３ ,６００余万円増加をしていると。１４ .２％ぐらいの
増になっているわけですね。県全体の県債残高は現在、１兆７４億余万円。内訳

は一般会計が９ ,７３８億円余、特別会計が３２６億円余、企業会計が９億円余
となっていると。前年に比べて、確かに努力していることは評価しています。前

年度と比べ１０７億７００余万円の減にはなっていますよね。なっていますけれ

ども、山梨県の類似県に比べますと非常に借金が多いと、ちょっと心配もしてい

るんですね。今後の財政運営の硬直化を非常に懸念しているわけですが、このこ

とについて今後の取り組みを含めて、今、課題としてどのようなことを執行部は

捉えているかという点について御所見を承りたいと思います。  
 
泉財政課長   今、御指摘をいただきました自主財源と依存財源の比率についてでございます

けれども、もちろん自主財源の獲得には努めてまいりたいと考えています。２８

年度の状況について御説明申し上げますと、県債が少し増加をしているという状

況がございまして、自主財源と依存財源のシェアが変わってきている部分があり

ます。県債が８３億円増加しておりますが、これはどういうことかと申しますと、
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２７年度に交付税がすごく伸びた影響により、翌年度の交付税算定上の税収見込

額がすごく伸びた。その税収見込額と実際の税収との差が出てきてしまったため

に減収補塡債を発行したり、あとは例年にはないことでございますけれども、県

林業公社の廃止に伴う第三セクター等改革推進債の発行、こちらは６１億円余で

ございますが、こういったものを臨時的に発行することによりまして、依存財源

の高まりにつながったということでございます。  
  ただ、これは短期的なお話でございまして、今後、長期的にはしっかりと財政

運営を図っていく必要がございまして、今、ダイナミックやまなし総合計画に基

づき、実質的な交付税である臨時財政対策債を除いた県債等残高の削減、５年間

で７５０億円という目標を一番に掲げています。こういったものをしっかりと着

実に進めていくということ、また、こちらは財政課として特に頑張らなければい

けないところであるのですけれども、一方で県庁全体といたしまして、やはり産

業をしっかり育てるという観点から、まずは税源の涵養、それから税収の獲得、

徴収対策、そういったものをしっかりと行うことによりまして、財政運営の硬直

化を防いでいきたいと考えています。  
 
前島委員   確かに昨年、２８年度は林業公社の廃止ということで、一般会計から繰り出し

などがあって、こういう結果が出ていることは理解をしているわけですが、大変

厳しい県債の状況を踏まえて、今後、財政運営のさらなる健全化のための努力を

期待いたしたいと、こう思っています。  
 
       （県税収入について）  
  次に、県税収入について。これは歳入歳出決算審査意見書の１７ページの辺を

参考にさせていただきながら、所見を述べさせていただきます。県税収入済額は

９５４億９００余万円、前年度に比べまして２２億９ ,０００余万円の減、マイ
ナス２ .２％になっています。これは御承知のように、地方消費税を除く法人二
税、個人県民税、それから自動車税等の主役のところがマイナスであったことが

大きく響いていると思います。この傾向はしかし、いろいろな展望を考えますと、

決して一過性の状況ではなくて、県税収入を取り巻く環境は依然として厳しさが

続いていくのではないか、こういうことを感じているんですね。そういう点で、

最近は県税収入に関して、執行部としてもいろいろ取り組んでいると思いますけ

れども、現状を踏まえた県税収入について、所見を伺いたいと思います。  
 
保坂税務課長   まず、県税決算マイナス２ .３％という、この傾向が一過性のものかどうかと

いう点についてお答えいたします。県税収入につきましては、ここ数年を見ます

と、リーマン・ショックの後、平成２１年度から２６年度までの６年間につきま

しては、おおむね８２０億円台から８５０億円台のほぼ横ばいで推移してきたと

ころでございますが、２７年度決算におきまして、法人県民税、法人事業税のい

わゆる法人二税の大幅な増収がありまして、９７７億円、対前年度比１４ .４％
という大幅な伸びとなったものであります。このため、平成２８年度決算におき

ましては、そういった反動もございまして、マイナス２ .３％となったものでご
ざいますが、このように法人二税は、非常に景気に連動して大きく変動するもの

でございます。ですから、今後につきましては、必ずしもこういったマイナスの

傾向が続くものではないと言えるのではないかと考えております。  
  続きまして、本年度の県税収入でございますが、当初予算では９１９億円、平

成２８年度決算に比べますと３５億円の減、マイナス３ .７％と見込んでいると
ころでございます。ただ、昨年度の見込みの時点に比べまして、主要法人の業績

が非常に好調で、上方修正されているところでございますので、今後、税収の上
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ぶれというのが期待できるのではないかと考えております。  
  最後に、今後の取り組みの課題でございます。委員御指摘のとおり、法人二税

の割合が高くて、景気の影響を受けやすいといったことを踏まえますと、税収を

確実にふやしていくためには、徴収率をさらに向上させるということが重要では

ないかと考えております。今後とも滞納整理の強化を通しまして、課税したもの

については確実に徴収していくということに一層努めてまいりたいと考えてお

ります。  
 
前島委員   答弁にありましたように、確かにこのところ大分株価が上がっていると。そし

て、県内の主力工場として期待しているファナック、東京エレクトロン、その他

の重要銘柄の収益増の状況は景気の観測の中で認めるところでございます。ただ、

今、お話がありましたように、経済の乱勾配の中で、決して長期的な予測ができ

ない。もう本当に短期の、一、二年の状況、国際経済の状況、また国内の状況な

どを踏まえて、そういうことになるわけでございます。ただ、株価が上がった、

一部のそういういい銘柄の会社が収益を上げる一方で感じるところは、県内の設

備投資が進んでいない。県内の企業の設備投資が、大きな会社においてもあまり

見られない。しかも、それを象徴するように、企業立地もあまり進まない。それ

をまた象徴するように、本県の場合は地価が上がっていない。地価が下落の方向

にある。そして、少子高齢社会に向かっている。こういうプラスマイナスの環境

にあると。で、個人県民税などの収入も、人口減少が進む、働き盛りの人たちが

減少していく社会現象の中では、なかなか予断を許さない。こういう状況の中で

県税税収を上げていくということは大変、一喜一憂の状況でありますけれども、

何としても今申し上げたようなことについて、具体的にきめ細かい政策を実施し

て、工場立地や若者の定住など、いろいろなことを含めて取り組んでいく。そし

て、県税増収の環境づくりを、県庁を挙げて総合的に取り組んでいく必要がある

と、こんなふうに考えておりますので、その点について部長から御所見をいただ

きたいと思っております。  
 
鈴木総務部長   まさに御指摘のとおり、県税収入につきましては、もちろん滞納整理というこ

ともやっていく必要がございますけれども、それよりも根本的な問題といたしま

して、まさに県税収入の涵養を図るということがあります。委員御指摘のとおり、

産業の振興を含めて、あるいは人口増といいますか、まさに全ての施策を総合し

て取り組んでいく必要があると考えております。その点、総務部は予算の全体を

取り仕切る立場でございますので、今の御指摘を踏まえて、しっかり対応してい

きたいと思います。よろしくお願いいたします。  
 
       （経常収支比率について）  
前島委員   それでは、最後に、経常収支比率についてちょっと伺いたい、所見を述べさせ

ていただきたいと思っています。歳入歳出決算審査意見書の１２ページを参考に

させていただきながら意見を述べさせていただきたいと思います。財政運営の目

安として、弾力性を示す経常収支比率が前年度に比べて４ .４％高くなっている。
９６ .７％という決算の状況なんですね。正式には１月に総務省から発表される
と思いますが、全国都道府県の数値の中で、おそらく去年に続いて山梨県はかな

り高い経常収支比率が示されるのではないかと。９６ .７％というのは大変な高
い数字である。このような高い経常収支比率を改善するためには、いろいろな施

策の展開が必要なのですが、財政運営について思い切った改革的な発想や、県出

資法人の各公社等々の改革プランの着実な実行だとか、あるいは、新しい事業計

画の策定に当たって極めて堅実な、赤字にならないような計画を立てて公共施設
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などはつくっていかなければならない。このように感じているんですが、それと

あわせて非常に感じておりますのは、去年に比べて、この二、三年の状態を見て

いると行政経費が非常に上がっていますよね。行政経費が上がるということは、

県民向けの投資経費、県民投資の額が数年前は１ ,０００億円台ぐらいだったの
だけれども、今度の決算では８１５億ぐらいじゃないですか。行政経費は５１％

を超えている。半分以上行政経費という状況にあると思うんですね。その点につ

いてどのように受けとめているのか。その点について所見を伺いたいと思います。 
 
泉財政課長   今、御指摘のありました経常収支比率でございますが、こちらにつきましては、

平成２７年度から２８年度にかけまして、先ほどお話がありましたとおり、４ .
４ポイント上昇しております。こちらにつきましては先ほど少しお話しさせてい

ただきましたが、２７年度に法人二税の税収が非常に伸びたことに伴い、２８年

度の交付税が減るという傾向がございまして、そしてまた税収の影響もございま

して、経常収支比率の分母にあたります経常一般財源が大幅に減少したことが要

因でございます。逆に申しますと、分子のほう、分子というのは義務的な経費、

例えば人件費、公債費といったものが当たるわけでございますけれども、こうい

ったものが、これまでの行財政改革の効果で２８年度は減少しております。です

から、分母の減少が分子の減少を上回る影響を与え、経常収支比率が上昇したと

いうことでございます。その点につきましては御説明を申し上げたいと考えてお

ります。  
  それで、経常収支比率の上昇は一般的によろしくないという傾向がございます

ので、まずは先ほどからお話が出ておりますけれども、税源の涵養であるとか、

自主財源の確保に努めるということでございまして、また、改革というお話もい

ただきましたけれども、やはりまず財政当局といたしましては、県債等残高の削

減、それから総務部全体にかかわるような話ですが、行政評価などを活用した事

務事業の見直しなど、各部局と連携しながら、さまざまな取り組みを通じまして、

財政構造の弾力性の確保に努めてまいりたいと考えてございます。  
 
前島委員   今昔の感があるのですが、地方財政の場合、経常収支比率については大体市町

村の段階で七十五、六％が適当ではないか。都道府県については、８０％台を一

つの目安として、それが望ましいと。長い間議員をやらせていただく中で、そん

な感じで目安として捉えてきたんです。今は昔の今昔の感があって、山梨県ばか

りではなく、みんなどこもそれを超えている状態であることはたしかなんですね。

ちなみに、このことについて財政課長の立場で、経常収支比率はどの辺が望まし

いと考えているか、所見を聞きたいですね。  
 
泉財政課長   経常収支比率の定義から申しますと、まずは義務的な経費、先ほどから申し上

げております人件費、公債費、それから扶助費といいまして、いわゆる社会保障

的な要素の部分が合計されて分子の部分は形成されるということでございまし

て、一般的には先ほどから申し上げておりますとおり、財政の硬直度の観点から

申し上げますと、低いことが一般的には望ましいとされております。ただ、状況

にもよりまして、先ほども申し上げましたとおり、例えば税収が落ち込んでいる

など、分母の部分にあたる、いわゆる使えるお金が少ないということであっても、

必要な経費は当然かかってくるわけでございますし、逆に、しっかりとした行政

を行っていくという観点からは、状況に応じてその定義も随時変わっていくのだ

ろうと考えておりまして、かつての時代から今の状況において、大分その数値と

いうのは変わってきておりますけれども、引き続き行政としてはしっかりとした

行政サービスを行っていかなければいけないという状況がありますので、しっか
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りと両方をバランスよく見ていくということが大事なことなのではないかなと

考えております。  
 
前島委員   最後に私の所見ですけれども、例えば、山梨県の一般会計と特別会計の合計は

約５ ,０００億円。約５ ,０００億円と見てですよ、９６ .７％を掛けますとね、４ ,
８３５億円になるんですよ。それで、残りは幾らあるかというと、１６５億円し

かないんだよ。１６５億円しか残らない。言いかえれば、弾力的に使える財政の

裁量権は１６５億円しかないと。体力がそのぐらいしか山梨県はない。なかなか

知事が政策を予算化しようと思っても、この今の９６ .７％の経常収支の動向の
中では、本当に深刻で鼻血も出ない。そういう課題があるという感じがしている

んです。これからどうかひとつ、山梨の財政運営は厳しい域にあるという認識を

持っていただいて、人事院勧告があって、給料も上げるということもありますけ

れども、いろいろなことを考えると、とにかく意見も申し上げたいのだけれども、

それはまあ抜きにしていただいて、とにかくそういう、非常に厳しい財政状況に

あるという点をどう捉えて今後取り組んでいただくかを総括的に部長からお伺

いして終わりたいと思います。  
 
鈴木総務部長   まさにこの二、三十年前というのは経常収支比率も低い数値でしたけれども、

平成１０年代後半の三位一体改革で、交付税が大幅減されたというのが大きくき

いてきている状況だと思います。先ほど財政課長からもありましたけれども、や

はり必要な事業をやっていかなければいけませんので、ただちに大きく、ドラス

チックにこの比率を変えるというのは難しいと思いますが、一方で、発想を変え

まして、そもそも人件費自体が事業費だという意識を持ってやっていく必要があ

ると思っています。人件費は単に固定的な、経常的な、義務的な経費に終わって

いるのではなくて、我々のマンパワーが事業につながるという意識を持ってやっ

ていくことが必要だと考えています。その中で、引き続き行財政改革には取り組

んでいきながら、この義務的経費については、引き続き縮減を図っていくことに

取り組んでいきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 
 
       （県民税の収入未済額について）  
山田（一）委員   それでは、私のほうは項目としては１点ですが、総２ページであります。保坂

課長も長年この分野に携わっていて、市町村とタッグを組んで、滞納整理推進機

構をつくって、それがひとつ役割を終えて、終わりそうになったら市町村のほう

がまた続けてほしいということで、非常に市町村の信頼もあるのではないかと思

います。先ほどの答弁でも若干触れてはいたと思うのですが、なお、まだ１２億

円という県民税の収入未済がありますが、この部分の総合的な昨年度の評価をま

ず御説明をいただきたいと思います。  
 
保坂税務課長   県民税の収入未済額１２億７ ,８００万円余でございますが、その９８％が個

人県民税でございますので、個人県民税の収入未済額の縮減が重要な課題である

と考えております。個人県民税の徴収率は９５ .３％でございます。また、滞納
繰越額は１２億５ ,０００万円でございまして、今、委員のほうから滞納整理推
進機構のお話がありましたが、機構を作った平成１９年度に比べ、滞納繰越額で

申しますと、３７％の縮減になっております。 
 
山田（一）委員   どうしても、法人事業税に比べて単位が少ないがゆえに、数も多いし、市町村

も含めて、県が大変だと思いますが、機構の部分も含めて、１９年に取り組みを

始めて、全国的に見ても画期的なシステムを山梨は構築して、それがなおかつ機
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能し、なおかつ３７％の縮減ということですが、私どもとしては、もう少しその

効果を期待したいと。５０％を超えるような部分を期待したいと思っているので

すが、そこも含めて昨年度の取り組みをお聞きしたいと思います。  
 
保坂税務課長   機構は最初の６年間で申しますと、市町村から滞納案件を引き継いだ上で県職

員と市町村職員が共同で滞納整理を行ってきたわけですが、昨年度を含めた３年

間につきましては、この方式を変えまして、市町村がみずからのニーズに応じて

支援方法を選択できるようメニュー方式を採用したところでございます。このう

ち、特に徴収体制の強化を図りたいという市町村に対しましては、県職員２名と、

それから市町村職員１名からなる派遣チームをつくりまして、これを半年間、各

市町村に派遣しまして、その市町村の滞納整理を行ったものでございます。  
 
山田（一）委員   ここ近年の取り組みは、私も税理士という立場ですから、税理士会への協力依

頼も相当ありましたし、基本的に課税されたものに対してしっかり収納していく

ということが県政の基本の立場かなと思いますので、今後も引き続きしっかり徴

収率を上げる努力をしてほしい。これまでもしっかりやってきましたけれども、

今後もしっかりやっていく上で、何が問題点であるかだけお聞きして質問は終わ

りたいと思います。  
 
保坂税務課長   これまで９年間取り組んできたわけですが、個人住民税の徴収率を市町村別に

見ますと、市町村によっては１００％の徴収率の実績を上げているところもあれ

ば、低いところですと９１％程度と、その差が実は９ポイントに及んでいるとこ

ろでございます。そうしますと、今後は特に徴収率が低い市町村に対しまして、

さらなる底上げを図る必要があると考えております。そのため、特に徴収率が低

い市町村に対しまして重点的に県職員を派遣したり、あるいはそちらの市町村の

職員の派遣を受け入れたりするなどしまして、県全体の徴収率の向上に努めてま

いりたいと考えております。  
 
       （キャリア教育・職業教育の充実について）  
遠藤委員   私のほうからは、主要施策成果説明書のほうから何点か、教育委員会に関して

の質問をさせていただきたいと思います。まず、７４ページにあります、キャリ

ア教育・職業教育の充実についてであります。予算現額が１ ,９２９万５ ,０００
円、決算額が１ ,７５６万円と、差額が約１割ぐらいあるのですけれども、この
キャリア教育と職業教育を予算の面から見た割合と、どういった執行状況なのか、

内容について説明いただきたいと思います。  
 
手島高校教育課長 まずキャリア教育の充実につきましては、決算額が１ ,３３４万６ ,８７０円

で、執行残は１６５万３ ,１３０円でございます。こちらのほうが執行率８９％
ということで、若干低くなっております。職業教育の充実につきましては、決算

額が４２１万２ ,６７１円でございまして、執行残は８万２ ,３２９円という状況
でございます。キャリア教育の執行残の理由でございますけれども、こちらの事

業につきましては、大学や企業等と連携したさまざまな取り組みを行っているわ

けですけれども、若干最近、報奨費等を受け取らないというようなところもあっ

たり、さらに消耗品費等につきまして、学校のほうでやり繰りをするという状況

の中で、少し執行残が出たという状況でございます。  
 
遠藤委員   執行残がキャリア教育のほうに多いということなのですが、それぞれ目的があ

って事業をしているということだと思うのですけれども、成果の概要をみると、
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キャリア教育については、普通科を対象とするような事業であって、職業教育に

ついては専門学科を対象とするような事業と認識したのですけれども、特に最近

でもないのですが、七五三現象ということが取り沙汰されている中で、やはり教

育の中身で人生観とか職業観、労働観、こういったものを育成していく必要は十

分にあると思うのですが、その辺についてどういった取り組みをなされているの

かお伺いいたします。  
 
手島高校教育課長 キャリア教育のほうにつきましては、全県立高校を対象に事業を行っており

ます。生徒がさまざまな将来ビジョンを追求しながら職業的、社会的に自立して

生きていく力を身につけさせるという狙いを持ちまして、普通高校におきまして

もインターンシップに取り組みましたり、企業見学、あるいは大学の研究室の訪

問等を行ったりしているところでございます。また、職業教育のほうにつきまし

ては、地域産業を支えるものづくり人材の育成を狙いとしておりまして、こちら

の事業につきましては、工業系高校と地域産業界が連携して企業の現場実習です

とか、企業技術者による実践的な授業を行いながら、工業系高校生の実践的技術

力の向上を図っているところでございます。  
 
遠藤委員   そういう中で、予算の執行残がキャリア教育のほうが多かったということであ

りますけれども、今後、このキャリア教育も含めて、やはり子供たちの人生観と

か職業観、労働観、こういったものを醸成していくということは重要だと思いま

すので、この２８年の教育の成果についてお伺いをいたします。  
 
手島高校教育課長 成果でございますが、まずキャリア教育につきましては、体験活動やインタ

ーンシップへの参加を終えた生徒たちにアンケート調査を実施しているわけで

すけれども、そのアンケート結果によりますと、９割を超える生徒たちが、自分

の意識や行動が変わったと回答しておりまして、職業観の育成ですとか、社会参

画への意識の高揚などに一定の成果を上げていると考えているところでござい

ます。また、職業教育につきましては、国が行う旋盤ですとか機械検査などの技

能検定の合格者が年々増加しているとともに、より高いレベルの検定に合格する

者がふえるといった成果を上げているところでございます。今後につきましても、

こういった成果を踏まえながら、課題等にも対応して、より充実した事業になる

よう努めてまいりたいと考えております。  
 
       （県立文化施設の特色を生かした企画展・特別展の開催や教育普及事業の実施に

ついて）  
遠藤委員   続きまして、主要施策成果説明書８３ページにあります、県立文化施設の特色

を生かした企画展・特別展の開催や教育普及事業の実施についてお伺いいたしま

す。この中で、企画展等の観覧者数が１０万８ ,０００人余とありますけれども、
最近、オープニングセレモニーになかなか行く機会に恵まれていなくて御無沙汰

をしていて申しわけないのですが、この、観覧者数が多かったのはどのような企

画展だったのかお伺いいたします。  
 
百瀬学術文化財課長 企画展、特別展につきましては、昨年度、美術館と博物館につきましては

各４回、考古博物館と文学館については各１回、合計１０回開催したところでご

ざいます。このうち、最も観覧者数が多かった展覧会は、県立美術館で４月下旬

から６月上旬にかけて開催いたしました「ルネッサンスの巨匠ミケランジェロ」

展で、２万７ ,６０７人の方々をお迎えすることができました。次に観覧者数が
多かった展覧会も、美術館で開催いたしました「フランスの風景 樹をめぐる物
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語」でありまして、西洋絵画の巨匠の展覧会は、毎年多くの方々に御鑑賞いただ

いているところでございます。  
 
遠藤委員   美術館については来年４０周年を迎えるということなので、より一層取り組ん

でいただきたいところであります。そういう中で、当然、予測を立てて計画をし

ていくということなのでしょうが、予測値と実績値で、どのぐらいの乖離がある

のか、比較した内容などをお伺いしたいと思います。  
 
百瀬学術文化財課長 「ルネサンスの巨匠」につきましては観覧者数が２万７ ,６０７人でござい

ますが、観覧者数の見込み数は２万２ ,７２７人でございまして、達成率が１２
１.５％となっております。次に、「フランスの風景」につきましては、観覧者数
１万２ ,６８８人でございます。これにつきましては、観覧者数の見込み数が１
万３ ,１２１人でございましたので、９６.７％の達成率となっております。また、
各館の観覧者見込みに対する達成率でございますけれども、美術館が１０６％、

博物館が７３ .６％、考古博物館は９９ .１％、文学館が１２９％でありまして、
博物館を除きまして、おおむね達成することができたと考えております。  

 
遠藤委員   昨年、教育厚生委員会の県外調査で金沢２１世紀美術館に行ったのですが、か

なり集客のいいところだということだったと思うのですけれども、有料入場者数

を見てみますと、山梨県立美術館と比較した場合にそれほど劣るものでもないな

と認識したのですが、そういった面から、美術館の国内の格付けといいますか、

どのようなことを把握しているのかお伺いいたします。  
 
百瀬学術文化財課長 美術館につきましては、御存じのとおり、ミレーを中心とするバルビゾン

派等、いろいろな絵画を収集しているところでありまして、全国的にもミレーの

美術館という位置づけをされているものと考えております。  
 
遠藤委員   教育普及事業の４館の受講者数が８万２ ,０００人余という記述がございます

けれども、これはどういった講義なのか。また、普及に向けてどのような取り組

みをなさっているのかお伺いいたします。  
 
百瀬学術文化財課長 この教育普及事業につきましてはそれぞれ、例えば美術館ですと講座、講

演会、文学館では文学講座や子供ワークショップ、博物館ではかいじあむ検定や

講演会、シンポジウム、また考古博物館ではものづくり教室や各種イベントへの

参加という内容になっております。また、普及について、県民が郷土の歴史と文

化、芸術への理解と興味を一層深められるよう、魅力ある各種講座や講演会、創

作教室等を企画してまいりたいと思っております。  
 
       （財政健全化比率について）  
上田委員   私のほうからは、財政の健全化の比率についてお伺いしたいと思います。９月

定例会で報告がありました、平成２８年度決算に基づく本県の財政健全判断比率、

実質公債率ですが、１５ .９％から１５ .５％へと、０ .４ポイント改善している。
ただし、一方、将来負担比率は２０２ .４％から２０２ .６％と、０ .２ポイント上
昇しているという状況ですけれども、実質公債比率、または将来負担比率それぞ

れについて、報告の数字となった要因、また、今後どのように推移していくと思

うのか、見通しについてお伺いします。  
 
泉財政課長   まず、実質公債比率でございますけれども、今、お話いただきましたように、
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前年度比０ .４ポイント低下をしています。こちらにつきましては、これまで着
実に進めてまいりました県債等残高の計画的な削減によりまして、臨財債を除く

元利償還金が２８年度に減少したことが要因であると考えております。また、今

後の見通しでございますけれども、今申し上げました、これまでの行財政改革に

伴う計画的な削減によりまして、公債費は今後も減少傾向にあると考えています。

現在の数値よりも数値が逓減していくものと見込んでいます。  
  もう一方の将来負担比率でございますけれども、こちらにつきましては、対前

年度比で、若干でございますけれども０ .２ポイント上昇いたしました。これは
県債等残高の削減の観点から申し上げますと、地方債残高につきましては臨時財

政対策債を除く部分でございますが、こちらが減少した一方、先ほど少し標準財

政規模のお話をさせていただきましたけれども、経常収支比率のところでもお話

を少しさせていただきましたけれども、実質交付税が減少したということがござ

いまして、標準財政規模、いわゆる分母の部分が減少、縮小したということが影

響を及ぼしております。 
  今後の将来負担比率はどうなのかということについてですが、これはやはり毎

年の歳入の状況によるわけでございますけれども、傾向としては、県債等残高の

削減、それから出資法人改革なども着実に進めていることもございまして、中長

期的には改善傾向に向かっていくと見込んでいます。健全財政を目指していくた

めに、この縮減について今後も頑張っていきたいと考えております。 
 
上田委員   単年の比較だから多少のでこぼこがあって、将来負担比率についてはちょっと

伸びてしまったということだと思うのですけれども、私が知る範囲ということで

すけれども、県は平成１９年度ごろから県債残高の削減に計画的に取り組むとい

うことで、特に公共事業、公共、準公を含めてかなり厳しく抑制してきて今に至

っていると思っていますけれども、今言ったように、計算の方法とテクニカルな

部分もあるのかもしれませんけれども、大きなトレンドといいますか、傾向とし

て、県債残高の減少と公債費比率、または将来負担比率というのはどのような相

関関係になっているのか、もしおわかりであれば教えてください。  
 
泉財政課長   今お話をいただきました点については、公債費比率と将来負担比率とを分けて

御説明を申し上げているわけですが、相関ということで申しますと、例えば県債

等残高というのは、県債残高を削減すればするほど、つまり償還をすればするほ

ど将来負担比率は直接的に減少していくということもございます。一方の公債費

比率でございますが、これは銀行との契約に基づいて毎年お支払いをしていかな

ければいけない償還額が決まっていますから、過去の県債発行が毎年の償還額に

影響を及ぼすということでございまして、直接的な毎年の削減と、そうでない部

分ということで、将来負担比率と公債費負担比率については少し状況が異なる部

分はありますが、ただ、傾向といたしましては、県債等残高の計画的な削減、先

ほども申し上げておりますけれども、そういったことを着実に進めていくことに

よりまして、いずれの数字についても長期的には縮小傾向に向かっていくと考え

ていますので、いずれにいたしましても行財政改革を着実に進めていきたいと考

えてございます。  
 
       （財政運営について）  
小越委員   財政運営についてお伺いします。前島委員や上田委員とダブっているところは

省きまして、今の答弁も含めて若干そこのことについても質問させてください。

まず最初に、部局審査のときにもお伺いしました、審査意見書６６ページにあり

ます公共施設整備等事業基金ですけれども、１４億円取り崩して何に使ったかと
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いう、部局審査のときの答弁に、道路修繕に充てたと答弁があったのですが、な

ぜ一般会計から出さずにこの基金を使って行ったのでしょうか。  
 
泉財政課長   公共施設整備等事業基金について、平成２８年度に道路修繕に充てたというこ

とにつきまして、基金から繰り入れをする形で、会計としては一般会計でもちろ

んお支払いをしていることになるわけでございますが、なぜ基金を活用したかと

いうことにつきましては、基金の処分につきましては基金条例がございますけれ

ども、公共施設の整備、それからその他県民福祉の向上に資する長期的な計画に

基づく事業、またはこれに関連する事業の経費に充てる場合に限り処分できると

規定されていまして、道路修繕費につきましても、この基金条例の規定に該当し

ているということで、今回、その経費に充当させていただいたという状況になっ

ています。  
 
小越委員   道路修繕もこの基金を使ってできると解釈するのであれば、住民要望の強い、

国の補助金がない、後回しになっている、今回補正予算でつきましたけれども、

河川のしゅんせつや道路補修、白線整備など、基金の使い方を、生きたお金の使

い方をできるように検討するべきだと思っております。  
  それと、同時に、今の議論を聞いてみますと、県の財政はあまり逼迫してない

というような答弁であると、感覚として今感じているのですけれども、そこが私

は若干心配なので、そこも確認をさせていただきたいと思っています。たしか部

局審査のときに、監査委員の審査意見書の５９ページですけれども、借換債が４

４９億円と、前年度３１１億円に対して１３０億円もふえていると。これはなぜ

かと聞いたときに、１０年過ぎた債券を順次返還しているので、特別ふえたわけ

ではないと答弁がありましたけれども、今後も借換債はふえていくのでしょうか。 
 
泉財政課長   本県の場合ですが、借入期間が長期に及ぶときに、１０年ごとの金利を適切に

反映させるために、借入利率の見直しを１０年ごとに行っております。そのため

に借りかえをするということでありまして、借換債を発行することになっていま

す。ただ、この借換債の残高が今後ふえていくかどうかということにつきまして、

これはあくまでも過去の県債の発行実績に基づくものでございまして、例えば３

０年債であれば１０年を迎えた段階でその３分の２を借りかえる。次の１０年で

もう３分の１を借りかえるということで、過去の県債の発行実績に基づくもので

ございまして、県債残高が増加するということはございません。今後も着実に県

債残高を計画的に削減していく中で、借換債についても特に大きくふえていくこ

とはないということをお答え申し上げます。  
 
小越委員   それから、主要３基金、８８２億円ほどありますけれども、公共施設整備等事

業基金と財政調整基金、それから山梨県では県債管理基金と呼んでいるみたいで

すけど、この県債管理基金が４４億円増額して４０９億円となっております。主

要３基金のうち、半分がこの県債管理基金なのですけれども、この県債管理基金

とはすなわち、どういう目的で、何のために使うのでしょうか。  
 
泉財政課長   今、御指摘をいただきました２８年度の県債管理基金の４４億円余りの増加で

ございますけれども、この増加の要素の多くは、満期一括償還地方債の償還財源

に今回、５３億円余りを積み立てたことが影響しています。満期一括償還地方債

というものを発行しておりまして、将来の償還に備えて一定の積立を基金に行っ

ております。こちらにつきましては、国から毎年度、元金の決まった率、３０分

の１ずつを基金に積み立てるように要請されているということでございます。今
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後も県債管理基金が増額されていくのかということにつきましては、１９年度か

らこの満期一括型の償還を行う地方債を発行していますので、２９年度以降、支

払う、出ていく分が出てくれば、その分減少する部分もございますので、大きな

増加はしていかない。出のほうもしっかりと出していくということでございまし

て、大きな増加はないと見込んでいます。  
 
小越委員   この県債管理基金というのは、負債を返すために積んであるという理解で、減

債基金と同じという理解でよろしいでしょうか。  
 
泉財政課長   はい、おっしゃるとおりでございまして、公債費をしっかりと償還をしていく

ため、基金にあらかじめ積んでおくことで、将来の償還財源を確保していくもの

でございます。  
 
小越委員   先ほど、満期一括償還地方債というお話がありました。満期一括償還債には、

いわゆる市場公募債ですね、平成１９年から発行したものが、国のほうで３ .３％
ずつ積み立てていきなさいといというルールがあります。市場公募債は大体２０

０億円ぐらい毎年発行されているんですけれども、それにこの県債管理基金を充

てて満期一括償還に備えておくということになりますと、この満期一括償還に備

えての基金は十分に間に合っているんでしょうか。  
 
泉財政課長   今、御指摘いただきました３０分の１の積立につきましては、県によってこの

ルールが実際に守られているかは承知をしていない部分がありますけれども、本

県につきましてはしっかりと３０分の１ずつ毎年度積んでいる形になっていま

す。  
 
小越委員   そうしますと、４０９億円はこれからの借金に備えて貯金をしておくというこ

とですから、今後も４０９億円以上借金を返さねばならない。そして、これから

市場型公募債も発行していくので、これからますます県債管理基金として積んで

いかなければいけないものがふえていくと思うんですよね。県債残高は確かに一

般会計、通常債は減っておりますね。努力をしていただきまして減っております。

一般会計で見ると、平成１９年が８ ,７７４億円だったのが、平成２８年９ ,７３
８億円。これ、全部合わせてですけど、通常債は減っていますけれども、臨時財

政対策債が非常に伸びていまして、平成１９年１ ,６９１億円が平成２８年は３ ,
５８３億円と、臨時財政対策債の残高がふえているわけです。通常債は努力して

減少しているんですけど、臨時財政対策債は地方交付税のかわりに発行しなけれ

ばならないので、どうしても発行しなきゃならないんですけれども、今後、この

臨時財政対策債の返還がきつくなってくるんじゃないでしょうか。いつも臨時財

政対策債を除くという言葉があるんですけれども、この臨時財政対策債の償還が

今後の財政にどのように反映されていくのか。圧迫していくことはないのか。ど

うでしょうか。  
 
泉財政課長   臨時財政対策債をルール上、本県の目標から除くという形にしていることにつ

きまして、まず、臨時財政対策債の発行の定義から申し上げますと、国のほうで

毎年地方の行政需要に対応する財源を交付税によって確保することができない

ため、臨時的に発行しているのが臨時財政対策債でございますが、国の裁量で発

行され、実質的な交付税とみなしております。というのは、将来的に国から地方

にその償還財源が交付税として交付されるということから、このルールからは除

外をしています。一方で、今後の県債残高がふえていくのかどうかということに
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つきましては、もちろん国の状況にもよるところでございますけれども、実態と

いたしましては、臨時財政対策債を含めた県債等残高もピークの平成２５年の１

兆７４０億円から２６年、２７年、２８年と減少傾向にありますので、こういっ

た傾向を引き続き維持できるように、その都度その都度検討をしていきたいと考

えてございます。  
 
小越委員   先ほどの前島議員の質問への答弁を聞いておりますと、経常収支比率も公債比

率も分母が変わってきたから、県税収入が減少した反動でなったということであ

るので、この数字そのものをもって、財政が逼迫しているというわけではないと

いうように、私は先ほどのやりとりを聞いて考えたのですけれども、ちょっとそ

こは私の見解が違うのかわからないのですけれども、公債比率は１５．５％で、

これから下がっていくというふうに先ほど御答弁がありましたけれども、本当に

これから下がっていくんでしょうか。さっきの県債管理基金、それから公募債も

発行していく、これからのいろいろな主要な事業について債券を発行していくよ

うなことになれば、公債費比率は上がっていくんじゃないんですか。下がってい

くんでしょうか、これから。  
 
泉財政課長   先ほど申し上げましたとおりですが、もちろん分母の標準財政規模というとこ

ろまで考えれば、必ず減るかどうかというところは、それはもうその年の歳入の

状況によってくるところでございますけれども、傾向として申し上げれば、分子

の部分である、将来負担比率であれば残高、公債比率であれば償還費といったも

のをしっかりと減らしていくことにより、長期的には減っていくということが傾

向としては見てとれるんじゃないかなと考えています。  
  今、御指摘いただきました満期一括償還型の地方債、それから借換債のところ

でございますけれども、満期一括型につきましては、毎年３０分の１ずつ積んで

いく基金は、公債費比率のルールからいきますと、償還費として見ていただくこ

とになります。ですから、その基金に積むことは、しっかりと償還ができている

ということ。これは国のほうから示されているルールでございますけれども、そ

こで償還がなされているということです。それから、借換債につきましては、先

ほど申し上げましたように、決して増額をしていくものではなくて、長期的には

返していくというもので、１０年ごとに利率を見直すというのがその趣旨でござ

いますので、今後、大きくふえるというふうなことはないと考えております。  
 
小越委員   であれば、山梨県の財政は安定していると。これからも借金の返済を含めて、

全国的水準から見ても安定して発展していくと、私は今の答弁から感じているん

ですけれども、その割にいろいろな事業を縮小して、先ほどおっしゃいましたが、

行革をしなければならないということがたくさんあるということで、そこは言っ

ていることとやっていることが違うような気がしております。  
  先ほど、経常収支比率が９６ .７％と高くて、自由度が低くなっているという

ことをずっと話をしていましたら、そんなことはないよと言っていたのですけど、

私は先ほどの道路修繕に基金を充てたように、多額にあります基金の使い方の見

直しをすれば、もっと自由度が上がってくると思っています。そこで伺いします。

主要３基金８８２億円積んでおりますが、何のために積んでいるのでしょうか。

何のために積んできたのでしょうか。  
 
泉財政課長   例えば、大規模災害が発生したり、今、お話をいただきましたような財政需要、

不測の事態で何か財政需要が発生したりとか、また、将来見込まれるような大き

な事業を行っていくということがあります。そういったもののためにしっかりと
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ある程度積んでおかなければ対応することが難しい部分がございます。ですから、

しっかりと財政的な運営を行っていく、将来的にもしっかりと安定的な財政を維

持するという観点からも積んでおく必要があると考えておりますし、大きな事業

を行う際に使うということもその都度考えていくということでございます。  
 
小越委員   基金のあり方を国は財政調整諮問会議の民間委員から厳しく指摘をされてお

ります。地方交付税を減らしたいという国の狙いの中で、地方が２１兆円も基金

を保有していると。この基金をどう使うんだということが今、政府の中で言われ

ておりまして、この基金を返す必要はないと私は思っているんですけれども、昨

年のそのことを受けて、基金の積立状況に関する調査を総務省が行いましたよね。

山梨県も答えていると思うんですけれども、昨年、私はこの公共施設整備等事業

基金を積むのはなぜですかと聞きましたら、泉課長は、リニア駅周辺整備のため

ですという御答弁がありました。総務省は地方の基金の実態調査をして、１１月

７日に公表しております。全国の地方の基金が２１兆円です。山梨県は先ほどの

説明でいきますと、大規模災害、不測の事態、大規模な事業にというふうにおっ

しゃっておりましたけれども、この積立の理由というところで、公共施設等の老

朽化に対する経費の増大ということをどの県も答えていないんです。山梨県は財

政調整基金はどういう理由で積み立てているんですか。  
 
泉財政課長   今の質問につきましてですが、幾つか要素を分けて考える必要があるかと考え

ております。財政調整基金と、それから、先ほどお話がありました公共施設整備

等事業基金は当然、条例上の位置づけも異なっておりまして、先ほどリニアのお

話と御質問をいただきましたけれども、公共施設等整備基金につきましては将来

の公共施設の整備などを行うということをその条例の目的にうたっています。財

政調整基金につきましては不測の事態、財政の、例えば歳入が急激に減少したで

あるとか、大きな事業を行っていくとか、その性質を異にしていますので、それ

ぞれの性質に応じる形でしっかりと基金の活用を考えていくということでござ

います。  
 
小越委員   財政調整基金は２３０億円ですね、大体。で、先日、こういう「エコノミスト」

という本が発行されまして、私も見ました。ここに先ほど言った総務省が１１月

７日に公表した調査の結果が、基金のやり繰り上手自治体というところに載って

おります。この速報によりますと、２０１６年度決算の財政調整基金、山梨県は

２３１億円ですよね。標準財政規模に対して山梨県は８ .７９％積んであると、
こうなっております。これによりますと、一番多いのはもちろん東京都１６ .３
２％、その次が大阪府９ .０１％、その次が山梨県の８ .７９％なんです。これ、
多過ぎると思いませんか。この総務省の調査によりますと、ほかの県は大体どの

ぐらい積んでいるかというと、標準財政規模の５％が平均になっております。山

梨県は８ .７９％と、全国３番目なんです。非常に多いです。５％程度というと
ころが多いんですよね。福井県なんか４ .８８％ですし、静岡県１ .１９％です。
山梨県はどうしてこんなに積んでいるんですか。  

 
泉財政課長   基金を積んでいる趣旨につきましては、先ほど申し上げましたように、将来見

込まれる財政需要や不測の事態に備えるということでございます。各県によって

どうして違うのかということについてですが、まず一つ考えられるのは、都市の

規模、県の規模の違いです。例えば、行政運営を行うに当たっての、人口が多い

ほうが効率的に行えるであるとか、何か突発的なことが起こったときに、小さい

県でも行わなければいけない財政需要が出てくることが考えられますので、一つ
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一つの県によってその事情は異なるでしょうし、それぞれ抱えているプロジェク

トなども異なるということもありますでしょうから、一概に多い少ないというこ

とを論じるのは難しいかなと考えております。 
 
小越委員   例えば、鳥取県なんかは、山梨県とほぼ同じかも。標準財政規模２１７億で１ .

８４％です。４億円しか積んでおりません。小さい規模だからではなくて、やは

り何か目的があって積むことがない限り、私はなぜこんなに、財政が逼迫してい

るじゃないか、ということも最初思ったのですが、そうでないのであれば、では

この基金は何のために積むのかと。平均的な５％で積みますと、大体１３１億で、

１００億円ぐらい浮くわけですよ。この財政調整基金を平均的なほかの県と同じ

ようにすれば。先ほどの公共施設整備等基金も道路修繕に充てたんですから、だ

ったら、この基金を使って、県民の福祉の向上ってなれば、この財政調整基金や

ほかのところを全部あわせると、充当可能基金は１ ,０５１億円も山梨県はあり
ます。であれば、この基金も、特別会計もいろいろ使って、総動員して、今の暮

らしや福祉の応援のために使うように基金のあり方を検討するべきだと私は思

いますので、そのことを意見として申し述べて終わります。  
 

 

※認第１号  平成２８年度山梨県一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定の件 

 

討 論 

 

小越委員   後藤県政２年目の平成２８年度一般会計特別会計の決算認定に反対します。財

政運営は硬直化していると私は考えております。過去の県債の借金返済もこれか

らもきつくなっていく中で、主要３基金は８２２億円も積み上がり、基金を有効

に使い、借金をつくる大型公共事業を抑える方向に転換するべきですが、リニア

駅前整備、スタジアム建設は費用も明らかにせず、建設ありきで進められてきま

した。スタジアムに至っては経済波及効果があるとしても、その効果についての

言及はなく、今後考えるというずさんなものです。リニアの防音対策をと住民が

要望しているにもかかわらず、県が主導して防音フードではなく、観光目的とし

て見える化論議をしていることは許せません。 
  保育園の育休明けの入所のことや重度障害者医療費の窓口無料廃止に伴う県

民の負担がどうなっているのか、実態を把握していない県の姿勢は住民の暮らし

を応援する姿勢ではありません。  
  リンケージ人口など、曖昧な数字のままでこれでは事業とは言えません。  
  県有林地の山林の評価や、また、自然学園への補助金の指導監督の不備など、

県政のやり方、県職員の考え方もここは１つ考え直さなくてはいけない点がある

と思います。  
  後藤県政２年目に当たって、そして３年目に当たって、このお金の使い方は県

民福祉の暮らしに向上していないことがあり、私は反対です。  
 

採 決    採決の結果、認定すべきものと決定された。 

 

 

※認第２号  平成２８年度山梨県公営企業会計決算認定の件 

 

討 論    なし 
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採 決    全員一致で認定すべきものと決定された。 

 
 
その他  ・ 桜本委員から要求のあった、「公共事業のうち路線・箇所及び地区等の執行状況

実績」に関する資料について、委員長としても今後決算認定の資料として必要であ

ると考えることから、執行部に対し、歳入歳出決算説明資料の記載等について改善

を求めること、また、その他審査の参考となる資料が公表された場合には、その都

度委員会へ資料提供を求めることとし、これらの対応については委員長に一任され

た。  
     ・ 委員会報告書の作成及び委員長報告については委員長に委任された。  
 
 
 
 

以  上  
 
 
                        決算特別委員長  河西 敏郎  


